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事 務 連 絡

令和 3 年 4 月 21 日  

各地方整備局 河川計画課長 殿

地域河川課長 殿

河川工事課長 殿

河川管理課長 殿

北海道開発局 河川調整推進官 殿

河川構造物対策官 殿

河川情報管理官 殿

地域事業管理官 殿

沖縄総合事務局 河川課長 殿

独立行政法人水資源機構 設計課長 殿

事業課長 殿

管理課長 殿

水管理・国土保全局 

治水課 企画専門官

河川環境課 流水管理室 課長補佐

ダム等における地震時の情報伝達の運用について

地震時の建設ダム等における点検対象ダム、点検実施状況、被害状況等の本省建設

ダム担当への情報伝達については、「建設ダムにおける非常時の情報伝達について」

（平成 24 年 9 月 18 日付事務連絡）及び「建設ダムにおける地震時の情報伝達の運

用について」（平成 27 年 4 月 6 日付事務連絡）（以下、「治水課事務連絡」という。）

等に基づき実施されてきたところですが、その運用について下記の通り変更したので、

適切に対応願います。

 なお、管理ダム等における地震発生後の臨時点検結果の報告等については、「ダム

等における地震発生後の臨時点検結果の報告について」（令和 3 年 3 月 31 日付国水

流第 38 号）及び「「ダム等に係る災害情報連絡の運用について」の一部改定について」

（令和 3 年 3 月 31 日付国水流第 39 号）（以下、「河川環境課通知」という。）により、

引き続き、適切に対応願います。

※ダム等…ダム及び水資源開発を目的に設置されたダム以外の施設
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記 
 
（１）点検 

点検の実施について、 
・ 新規ダム建設事業については、ダム地点の震度が５弱以上の地震を観測

した場合 
・ 再開発事業及び試験湛水中の事業については、管理ダムと同様にダム地

点の震度が４以上の地震を観測した場合 
としていましたが、 

・ 再開発事業については、震度５弱以上の地震を観測した場合 
に変更します。 

なお、点検の実施を震度４以上から震度５弱以上に変更したのは、施工中の

構造物や仮設構造物等の再開発事業としての点検であって、管理ダム等そのも

のの点検は、引き続き、河川環境課通知によって適切に対応願います。 
 

（２）情報伝達 
情報伝達の対象について、 
・ 新規ダム建設事業については、ダム地点の震度が５弱以上の地震を観測

した場合 
・ 再開発事業及び試験湛水中の事業については、ダム地点の震度が４以上

の地震を観測した場合 
としていましたが、 
・ 再開発事業及び試験湛水中の事業については、震度５弱以上の地震を観

測した場合 
に変更します。 

なお、上記に関わらず、被災等を発見した場合には、本省建設ダム担当へ速

やかに情報伝達する必要がありますのでご留意ください。 
 

（３）その他 
補助建設ダムについては、これまでも治水課事務連絡を参考に各都道府県か

らの情報伝達についてご協力いただいているところですが、今後の本省補助ダ

ム担当への情報伝達にあたっては、本事務連絡についてもご留意の上、ご対応

いただきますようお願いします。 
 
※震度…ダム地点に地震計を設置している場合はその震度、設置していない場合は近

隣の震度計の観測震度 

以上 
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直轄河川緊急復旧事業の留意事項

（地震災害・風水害）

平成２１年９月

河川工事課
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【 直轄河川緊急復旧の目的 】
異常な天然現象による災害によって重大な事態が発生したか、または発生するおそれ

があり、通常の直轄河川災害復旧の手続きで行う余裕がない場合に実施するものであり、
迅速かつ適正な復旧工法を選定し緊急的に対処しなければならない。

【 緊急復旧事業の実施手順 】

採択要件・手続き様式等の詳細については、「直轄河川災害復旧事業の手引き（平成１
５年）」によるが、本事業の目的から実務的な実施フロ－を次に示す。

①第一報 河川緊急復旧対象箇所の報告 水災害予報センタ－ 経由
河川工事課河川係へ報告

・発生位置・被災の概要 （様式 任意）

②第一報に基づき 本省 報告 河川工事課より
河川緊急復旧箇所の発生について 治水課災害復旧担当へ連絡

③第二報 災害復旧申請資料の提出 事務所より河川工事課へ提出

・平面図（復旧延長入り）、横断図（復旧断面入り） （様式－５．４）
・被災状況写真 （様式 任意 ）

・概算工事費（ワク取りであり、大きめに算定する）
※復旧工法等について協議

※復旧断面は、既存の横断図に手書きによる記載でかまわない。
※本復旧と合わせて５，０００千円以上であれば申請可能。

④第二報を受けて本省へ提出協議 河川工事課より

治水課災害復旧担当へ連絡
・平面図（復旧延長入り）、横断図（復旧断面入り） （様式－５．４）

・被災状況写真 （様式 任意 ）
・概算工事費
※第一報より１時間以内に本省に報告し復旧工法等について協議

⑤第二報により財務協議 本省治水課 財務省主査
緊急時は電話による協議もあり

※承認後に着手（現場の準備は承認前に行うこともある。）
※財務協議後に本調書を作成し財務省へ提出するため、若干の追加・変更申請は

可能であることから、「第二報 災害復旧資料」（金額は大きめに）は概略で早
急に作成の上提出すること。

※２４時間以内に本調書（直轄河川災害復旧事業の手引きのとおり）を作成し本
省へ提出する。

事務所→本局 本局→本省
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《 緊急復旧事業の実施に係る留意事項 》
①緊急復旧は災害の速やかな復旧を図ることを第一義と考えること。

②上記主旨に鑑み、被災原因を分析のうえ保有資材や調達可能資機材等を総合的に勘
案し、もっとも短時間で対応できる工法を選定する。

③資機材の保有状況等を加味し、被災原因ごとに過去の復旧事例等を参考に標準的な
復旧工法を設定する。

④復旧工法決定の際には、発生した事象に対し現時点での情報で推測される被災原因、
メカニズムを整理、さらに推測される原因及びメカニズムに対して、対策工法の妥

当性を説明できるようにしておく必要がある。
⑤水位低下後（水害の場合）又は対策工実施中に、当初想定していた状況に差異があ

り、工法変更等の必要が生じた場合には、柔軟かつ迅速に対応すること。
⑥災害時に備えた周辺情勢の把握と整理

・災害協定業者のリストの作成（緊急時の連絡体制、担当者、資機材の保有状況）
・災害復旧を実施する上での障害箇所の把握（堤防天端が狭・橋梁から堤防天端

へ大型車の乗り込み不能箇所、浸水・法崩れ等による通行不能箇所等等）
⑦復旧状況の情報を取得するため衛星車の配備やモバイルＰＣ等を活用する。

⑧災害対策車・照明車等を活用し監督体制を強化する。
⑨応援要員も活用し、適切な実施体制をとること。

⑩二重採択防止のため、関係機関と協議すること。参考資料の様式（参考－３）によ
り文書により協議する。当該文書の写しは財務協議の際に必要となる。

⑪「○○事務所直轄河川緊急復旧の手引き」（参考－１）を作成し、緊急時の対応に備
えること。また、その内容は毎年更新していくこと。
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【 緊急復旧工法申請事例 】

①堤防破堤
［円山川の事例］・・・立野地区（円山川右岸13.2k） Ｌ＝１１９ｍ

※破堤の場合は二重締め切りまでが緊急復旧となる。
復旧工法：（荒締め切り） ・・・応急復旧のために流水を止める措置

根固めブロック
（応急復旧）・・・次の出水に備え堤防を応急的に締め切る。

※復旧断面は本来の断面よりも小さい。
盛土＋大型土のう

※盛土の表面にブルーシートを敷いた上に大型土のうを設置
（緊急復旧） ・・・ 本復旧までの堤防機能確保のための措置

鋼矢板二重締め切り

復旧に要した日数：（荒締め切り～応急復旧）
約５日 （H18.10.21 9:00 ～ H18.10.26 11:20）

（鋼矢板二重締め切り）
約１２日 （～ H18.11.7 9:00）

HWL

二重鋼矢
板締切

(設
置）

HWL

③本復旧
HWL

盛土

二重鋼矢
板締切

(撤
去）

高
水
護
岸

根固めブロック

盛土

大型土嚢

根固めブロック

盛土

大型土嚢

①次の台風等による出水までの対応

②本復旧までの間、２重締切を設置

緊
急
復
旧

本
復
旧

Ｌ＝１１９ｍ

１１月７日
９：００完了

鋼矢板

円山川 １３．２ｋｍ付近右岸

まるやまがわ

円山川

まるやまがわ

円山川

まるやまがわ

円山川

被災状況

復旧状況

円山川円山川応急復旧・緊急復旧
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②堤防欠損
［円山川の事例］・・・一日市地区（円山川左岸9.4ｋ） Ｌ＝４５ｍ

復旧工法：盛土＋ブロックマット
復旧に要した日数：約３．５日 （H18.10.22 6:00 ～ H18.10.25 15:30）

［揖保川の事例］・・・名畑地区（揖保川左岸42.0k） Ｌ＝８０ｍ

復旧工法：（堤体欠損部：３０ｍ）根固めブロック＋大型土のう
（河岸洗掘部：５０ｍ）根固めブロック

復旧に要した日数：（堤体欠損部）約１日 (H21.8.10 9:42 ～ H21.8.11 10:40）
（河岸洗掘部）約０．６日 ( ～ H21.8.12 0:35）
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③護岸崩壊、洗掘
［揖保川の事例］・・・嶋田地区（揖保川左岸40.6k） Ｌ＝３０ｍ

復旧工法：根固めブロック＋大型土のう
復旧に要した日数：約１日 (H21.8.10 15:00 ～ H21.8.11 13:15）

【第二報の災害復旧資料の事例】

・平面図（復旧延長入り）、横断図（復旧断面入り） （様式－５．４）
→数量、概算工事費を記載する。おおまかでよい。後で変更可能。

・被災状況写真 （様式 任意 ）
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近畿地方整備局建設機械等の運用

１．目 的

この運用は、近畿地方整備局が保有する災害対策用として使用可能な建設機械等（以下「災害

対策用機械」という）の運営並びに管理について、必要な事項を定めることを目的とする。

２．使用範囲

災害対策用機械は、異常な自然現象その他により近畿地方整備局の所管にかかる公共施設に災

害が発生したとき、あるいは発生が予想されるとき、当該現地において災害復旧、応急対策等の

作業及び指揮、連絡及び広報活動等を行うために使用（以下「緊急使用」という）する。

また、緊急使用以外でも、次の各号に掲げる場合には使用（以下「平常使用」という）するこ

とができるものとする。

なお、災害対策用機械の使用においては、現地状況及びその目的に応じて使用することもでき

る。

(1) 水防または道路防災等の演習若しくは訓練を行うとき。

(2) 工事現場等において、測定、データ整理、監督、待機を行うとき。

(3) その他、事務所長が必要と認めたとき。

３．管 理

災害対策用機械の管理は、保有事務所長が行う。ただし前項の規定による緊急使用中あるいは、

平常使用中は使用事務所長が管理する。

４．緊急出動命令

緊急使用のため災害対策用機械を出動させるときは、（図－１）「災害対策用機械・機器 出

動手続き系統図」に基づき、近畿地方整備局長の命令によるものとする。ただし局長が不在の場

合は、企画部長が代行し、企画部長も不在の場合は各本部員が代行する。

５．平常使用の協議

(1) 災害対策用機械を平常使用しようとするときは、あらかじめ使用しようとする事務所長と保有

事務所長とが協議し、（図－１）「災害対策用機械・機器 出動手続き系統図」に基づき、使用

するものとする。

(2) 前項の規定による使用中であっても、初期の災害対策体制が発令される等、緊急使用が見込ま

れる事態が発生したときは、直ちに使用を中止して、出動を速やかに行えるよう待機させておか

なければならない。

６．機械等の選定

機械等の選定に当たっては、施工企画課長が派遣要請、使用状況、機械保管状況等を勘案して

関係部課長と協議の上選定し、緊急出動命令権者の決裁を受けるものとする。
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７．運転要員・操作員等の確保

災害対策用機械の使用にあたっては、次の各号により運転及び操作等のための要員を確保する

ものとする。

(1) 緊急使用時は、災害対策用機械の保管場所から引渡場所までの運搬は保有事務所長が運転要員

を、引渡場所から現地までの運搬・設置・運転・撤去・運搬までは使用する事務所長が運転要員

及び操作員等を確保する。

保有事務所への回送のための運転要員は、保有事務所長が確保する。

なお、引渡場所については、保有事務所長と使用事務所長が協議し決定するものとする。

(2) 平常使用時は、使用事務所長が運転及び操作等の各要員を確保する。

(3) 使用事務所において運転要員及び操作員等を確保することが困難な場合は、依頼により保有事

務所で確保する。

（緊急使用）

保管場所 引渡場所 現 地 引渡場所 保管場所

（運搬） （運搬）（設置・運転・撤去） （運搬） （運搬）

保有事務所 使用事務所（保有事務所） 保有事務所

８．緊急輸送車両の標章及び証明書の交付手続き等

災害対策基本法第76条または大規模地震対策特別措置法第24条の交通の禁止または制限がなさ

れた場合の災害対策用機械の輸送（緊急自動車を除く）による標章及び証明書の交付手続き等は

次によるものとする。

(1) 災害対策用機械保有事務所は、輸送する業者名、車両の登録番号、輸送日時及び輸送経路等を

当該事務所へ通知するとともに、公安委員会に標章及び証明等の交付申請を行い、その書類を受

領したのちに輸送するものとする。

(2) 当該事務所は、上記通知に基づき、都道府県知事または公安委員会に標章及び証明書の交付申

請を行うとともに、交付された標章及び証明書を交通の禁止または制限が開始された箇所で引き

渡すものとする。

９．運転経費の負担

(1)緊急使用時は、災害対策用機械の保管場所から引渡場所までは、保有事務所長の負担とする。

なお、引渡場所については、保有事務所長と使用事務所長が協議し決定するものとする。

(2)引渡後における設置・運転（保守を含む）・撤去及び返納時引渡場所までは、使用事務所長の

負担とする。

なお、引渡場所については、保有事務所長と使用事務所長が協議し決定するものとする。

(3)平常使用時は、すべて使用事務所長が負担するものとする。

（緊急使用）

保管場所 引渡場所 現 地 引渡場所 保管場所

（運搬） （運搬）（設置・運転・撤去） （運搬） （運搬）

保有事務所 使用事務所 保有事務所

5－6－20



10．保守及び点検

災害対策用機械の保守及び点検は、保有事務所が行うものとする。なお、使用事務所が、管理

している間については、使用事務所が行う。

11．修理費等の支弁科目

災害対策用機械の修理及び前項に係わる経費は、建設機械整備費のほか、必要に応じて事業費

で支弁することができるものとする。

12．応援派遣

災害対策用機械は、応援のため他の地方整備局へ派遣することができるほか、建設機械事務取

扱規程第20条に定める災害復旧工事等を行う地方公共団体に貸付けることができる。この場合に

おいて必要な事項は、派遣先地方整備局長または地方公共団体等の長と近畿地方整備局長とが協

議するものとする。

13．特 例

災害対策用機械の運営及び管理について、この運用により難いときは、その都度局施工企画課

長及び各事務所長が協議し実施するものとする。

14．出動（撤収）手続

災害対策用機械の使用については、（様式－１，２）「災害対策用機械・機器 出動（撤収）

要請・命令書」によるものとする。

15．保有状況把握

企画部施工企画課長は災害対策用機械の保有状況の把握に努め、毎年度「災害対策本部運営計

画」に記載するものとする。
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健水発１０２５第１号 

平成２５年１０月２５日 

都道府県  

各 市  水道行政担当部（局）長 殿 

特 別 区 

各厚生労働大臣認可 殿 

厚生労働省健康局水道課長 

（ 公 印 省 略 ）  

健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事故等に関す

る情報の提供について 

水道行政の推進につきましては、日頃から格別の御協力を頂きお礼申し上げま

す。 

厚生労働省では、かねてより「飲料水健康危機管理実施要領」（以下「実施要

領」という。）を策定し、飲料水を原因とする国民の生命、健康の安全を脅かす

事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止等の危機管理の適正を図る

こととしており、「飲料水健康危機管理実施要領について」（平成 14 年６月 28

日健水発第 0628001 号厚生労働省健康局水道課長通知（以下「平成 14 年課長通

知」という。））により、危機管理の実施及び飲料水の水質異常などについて厚生

労働省への報告をお願いしているところです。 

また、「水道の断減水状況の報告について」（昭和 54 年３月 23 日付け環水第 39

号厚生省環境衛生局水道環境部長通知（以下「昭和 54 年部長通知」という。））

により、渇水、風水害、地震等による断減水状況についても、厚生労働省へ報告

をお願いしているところです。 

さらに、上記２つの通知等に基づき、「水道施設への被害情報及び水質事故等

に関する情報の提供について」（平成 19 年６月 19 日付け厚生労働省健康局水道

課事務連絡（以下「平成 19 年事務連絡」という。））により、厚生労働省への報

告様式や連絡方法を定めているところです。 

 今般、実施要領について所要の改正を行いましたので、送付します（別紙）。

引き続き、下記１．のとおり健康被害の発生予防、拡大防止等の危機管理の迅速

かつ適正な実施を図られるようお願いします。また、引き続き厚生労働省におい

て、水道施設への被害情報及び水質事故等に関する情報の収集を行いますので、

下記２．～６．のとおり情報提供をお願いします。 

また、貴都道府県におかれては、貴管下の都道府県知事認可の水道事業者及び

水 道 事 業 者

水道用水供給事業者

si
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水道用水供給事業者（以下「水道事業者等」という。）に対して、本件を周知い

ただくようお願いいたします。 

なお、平成 14 年課長通知及び平成 19 年事務連絡は廃止します。 

記 

１．飲料水健康危機管理実施要領について 

厚生労働省は、厚生労働行政分野全般に係わる国民の健康に係わる危機管理の

基本的な枠組みとして、「厚生労働省健康危機管理基本指針」（以下「基本指針」

という。）を策定し、この基本指針に基づき、飲料水を原因とする国民の生命、

健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止等の危

機管理の適正を図ることを目的として、厚生労働省が実施すべき要領を定めてお

ります。今般、基本指針の機能強化等を受け、情報伝達に関する手続きの明確化

等につき実施要領の改正を行いました。 

飲料水は国民の生命、健康に直結したものでありますので、貴職におかれても、

実施要領をご参照の上、飲料水を原因とする国民の生命、健康の安全を脅かす事

態が生じた場合の対応要領などを定め、又は再点検することなどにより、健康被

害の発生予防、拡大防止等の危機管理の、より迅速かつ適正な実施を図られるよ

うお願いします。 

また、都道府県、市及び特別区におかれては、水道法による直接的な規制が適

用されない小規模な水道、飲用井戸等についても、衛生の確保に万全を期される

ようお願いします。 

２．自然災害による断減水等水道施設への被害が確認された場合の情報提供依頼 

風水害、地震等の自然災害による断減水の状況については、昭和54年部長通知

に基づき、報告をお願いしているところですが、風水害、地震等による断減水が

発生した場合には、都道府県において、管内の水道事業者等の状況をとりまとめ

の上、以下のとおり各都道府県から厚生労働省健康局水道課あてに御報告をお願

いします（大臣認可水道事業者等におかれては、各都道府県あて御報告をお願い

します。）。なお、専用水道、簡易専用水道、飲料水供給施設の断水状況につい

ては、情報収集は不要です。ただし、情報を把握した場合は、各都道府県よりあ

わせて御報告をお願いします。 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・地震により断水等の被害が生じた場合（地震により管内に震度４以上の地域が

ある都道府県は、水道施設への被害がない場合もその旨御報告をお願いします） 

・豪雨により断水等の被害が生じた場合

・その他の自然災害（大雪、落雷に伴う停電、火山噴火等）により断水等の被害

が生じた場合
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【様式】 

・別添１のとおり

【報告方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス：suidougijutsu@mhlw.go.jp

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８）

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に大規模な断水被害

が発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に連絡し

てください。

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp

【担当】 

水道課技術係（自然災害関係担当） 

３．渇水による断減水が発生した場合の情報提供依頼 

渇水による断減水状況については、昭和54年部長通知に基づき、報告をお願い

しているところですが、渇水による断減水が発生した場合には、各都道府県にお

いて、管内の水道事業者等の状況をとりまとめの上、以下のとおり各都道府県か

ら厚生労働省健康局水道課あてに御報告をお願いします（大臣認可水道事業者等

におかれては、各都道府県あて御報告をお願いします。）。なお、専用水道、簡

易専用水道、飲料水供給施設の断水状況については、情報収集は不要です。ただ

し、情報を把握した場合は、各都道府県よりあわせて御報告をお願いします。 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・渇水による断減水等が生じた場合（可能な限り減断水等が生じる前に連絡をお

願いします。）

【様式】 

・別添２のとおり

【報告方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８）

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３
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・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp

【担当】 

水道課水道計画指導室（渇水による断減水担当） 

４．事故その他の原因による断減水が発生した場合の情報提供依頼 

２．及び３．に挙げた自然災害及び渇水によるものを除く、事故その他の原因

による断減水が発生した場合には、以下のとおり、大臣認可水道事業者等におか

れては厚生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願いします。また、各都道府

県におかれては、貴管下水道事業者等における事故その他の原因による断減水の

発生状況を把握する体制整備を図り、断減水の発生を把握した場合には厚生労働

省水道課あてに御報告をお願いします。 

【情報提供をお願いしたいケース】 

自然災害及び渇水以外の事故その他の原因による断減水等が生じた場合。例え

ば、以下のような事態が想定される。 

・老朽化や道路工事等他工事に伴う配水管の破損事故による断減水等の被害。た

だし、断減水等の影響世帯数が100戸を超えるもの

・水道施設の障害（例：機器故障、機器の操作ミス、停電、施設の破壊行為）等

による断減水等の被害

・断減水被害が生じていなくても、社会的な影響が大きい事故等（例えば、道路

陥没による通行止め、浄水場からの薬品流出事故、布設工事中のガス管損傷事

故等で社会的な影響が大きいもの）

・断減水被害が生じていなくても、給水装置に係る重大な事故（クロスコネクシ

ョン、水道水を汚染する恐れのある給水用具からの逆流事故、その他社会的な

影響が大きい給水装置異常事例等）

〔給水装置に係る重大な事故情報に関しては、各水道事業者については、自ら取

得する情報に加え、指定給水装置工事事業者からも情報提供をお願いするなど、

積極的な情報収集体制を構築しておくこと。〕 

【様式】 

・様式自由（様式例：別添３のとおり）

【報告方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス：suidougijutsu@mhlw.go.jp

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８）

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に事故等により大規

模な断水被害（広範囲に断水が生じ、復旧まで数日かかるもの）が発生した場

合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に連絡してください。 
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・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp

【担当】 

水道課水道計画指導室（事故等による断減水担当） 

水道課給水装置係（給水装置に関する事故担当） 

５．健康に影響を及ぼす（おそれのある）水質事故の発生が確認された場合の情

報提供依頼 

飲料水の水質異常などの情報については、平成14年課長通知に基づき、連絡を

お願いしていたところですが、今後は本通知に基づき、引き続き御報告をお願い

します。 

水道原水又は水道(小規模水道を含む。) 及び飲用井戸等から供給される飲料

水について、水質異常の情報を把握した場合には、以下のとおり各都道府県（市・

特別区含む）から、直ちに厚生労働省健康局水道課あて御報告をお願いします。

また、大臣認可水道事業者等におかれては、水道原水又は水道水について、水質

異常の情報を把握した場合には、厚生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願

いします。 

なお、市、特別区、大臣認可水道事業者等におかれては、水質事故の影響が広

域に及ぶ場合は、各都道府県あてにもあわせて御報告をお願いします。 

【情報提供をお願いしたいケース】 

次の事象のいずれかが原因となって、国民の生命、健康の安全を脅かす事態が

生じている又は生ずるおそれがある場合 

・水道事業、水道用水供給事業又は専用水道に係る水道原水水質の異常

・水道施設又は簡易専用水道における事故

・飲料水を原因とする食中毒又は感染症の発生

・水道法による認可等の規制が直接及ばない小規模水道や飲用井戸等における水

質異常

・水道原水又は水道(小規模水道を含む。) 及び飲用井戸等から供給される飲料

水におけるクリプトスポリジウム等の塩素処理に耐性を有する病原生物の検

出情報

なお、次の事象に該当する場合は、漏れなく、厚生労働省健康局水道課あて御

連絡をお願いします。 

①浄水の遊離残留塩素が0.1mg/L未満となった場合

②一般細菌、大腸菌、シアン化物イオン及び塩化シアン、水銀及びその化合物の

いずれかについて、基準を超えている場合

③水質基準省令の表中１の項から30の項までの上欄に掲げる事項のうち上記②

に示した項目を除いた項目について、基準値超過が継続すると見込まれる場合

④その他、これらに準ずる水質異常が発生した場合（例：水質管理目標設定の目
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標値超過が継続すると見込まれた場合等） 

【様式】 

・別添４のとおり

・必要に応じ、水質検査結果、浄水場と検査地点の位置を表した地図、水道シス

テムのフローチャート、報道提供資料等があれば併せて送付をお願いします。 

【連絡方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８）

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に大規模・重大な水

質事故が発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に

連絡してください。

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp

【担当】 

水道課水道水質管理室（水質事故関係担当） 

６．断減水及び水質事故発生事態以外で御連絡をお願いしたい場合 

（１）水道に対するテロが発生した場合

水道に対するテロの発生に係る対応については、「国内でのテロ事件発生に係

る対応について」（平成18年10月17日事務連絡）により、危機管理の対応につい

てお願いしているところです。 

テロ等により、断減水が発生した場合は上記４．に従って、水質異常が発生し

た場合は上記５．に従って、必要な措置をとられるようお願いします。 

また、断減水又は水質異常の発生がない場合であっても、水道に対するテロ

（例：毒物混入未遂、水道施設破壊等）があった場合には、以下のとおり、大臣

認可水道事業者等におかれては厚生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願

いします。また、各都道府県におかれては、貴管下水道事業者等におけるテロの

発生状況を把握する体制整備を図り、テロの発生を把握した場合には厚生労働省

健康局水道課あてに御報告をお願いします。 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・水道に対するテロが発生した場合

【様式】 

・様式自由
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【連絡方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８）

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携

帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に重大なテロ行為が

発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に連絡して

ください。

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp

【担当】 

水道課技術係（テロ関係担当） 

（２）水道における情報システム障害等が発生した場合

水道分野における情報セキュリティ対策の実施については、「水道分野におけ

る情報セキュリティガイドライン（第３版）の送付について」（平成25年6月3日

健水発0603第2号及び同第3号厚生労働省健康局水道課長通知）によりお願いして

いるところです。 

情報システム障害、サイバー攻撃等により、断減水が発生した場合は上記４．

に従って、水質異常が発生した場合は上記５．に従って、必要な措置をとられる

ようお願いします。 

また、断減水又は水質異常の発生がない場合であっても、重大な情報システム

障害が発生した場合には、以下のとおり、大臣認可水道事業者等におかれては厚

生労働省健康局水道課あて直接御報告をお願いします。また、各都道府県におか

れては、貴管下水道事業者等における情報システム障害の発生状況を把握する体

制整備を図り、重大な情報システム障害の発生を把握した場合には厚生労働省健

康局水道課あてに御報告をお願いします。 

【情報提供をお願いしたいケース】 

・ＩＴの機能不全により、断減水、水質異常又は重大な情報システム障害（シス

テム停止に伴う給水への影響が大きい制御システム（浄水場の監視制御システ

ム、ポンプ場の運転システム、水運用システム等）の障害）が発生した場合

【様式】 

・様式自由

【連絡方法】 

①水道課あてメールの送信 水道課メールアドレス： suidougijutsu@mhlw.go.jp

②メールを送った旨の連絡（水道課直通：０３－３５９５－２３６８）

③連絡がつきにくい場合等はＦＡＸ（０３－３５０３－７９６３）や緊急時用携
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帯電話メール等も併用してください。なお、休日・深夜等に重大な情報システ

ム障害が発生した場合は、上述の連絡方法に加え、以下の緊急時用携帯電話に

連絡してください。

・水道課緊急時用携帯電話： ０９０－２４６０－６９９３

・水道課緊急時用携帯電話メールアドレス： kikikenkou004@docomo.ne.jp

【担当】 

水道課技術係（情報システム障害関係担当） 
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飲料水健康危機管理実施要領 

平成９年３月制定 

（平成 11 年 12 月一部改定） 

（平成 12 年３月一部改定） 

（平成 13 年３月一部改定） 

（平成 14 年６月一部改定） 

（平成 25 年 10 月一部改定） 

厚生労働省健康局 

Ⅰ 総則 

（１）この実施要領は、「厚生労働省健康危機管理基本指針」に基づき、飲料水を原因と

する国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡

大防止等の危機管理の適正を図ることを目的として、厚生労働省における責任体制及

び権限行使の発動要件について定めるものである。  

（２）この要領において飲料水とは次の３種のものをいう。 

１）水道法（昭和 32年法律第 177 号）に基づく種々の規制が適用される水道事業者、水

道用水供給事業者及び専用水道設置者（以下、本要領において「水道事業者等」とい

う。）並びに簡易専用水道設置者により供給される水道水（以下、本要領において「水

道水」という。）  

２）規模が小さいことなどから水道法による規制が適用されない１）以外の水道により

供給される水（以下、本要領において「小規模水道水」という。）

３）個人が井戸等から汲み上げて飲用する水（以下、本要領において「井戸水等」とい

う。）

 なお、ボトルウォーターについては、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）により

措置が講じられるものであるため、本要領の対象とはしていない。  

（３）水道法の水道水質基準は、小規模水道水を含めて、水道から供給される水全てに適

用されるものである。また、小規模水道水や井戸水等については、厚生労働省の示す

衛生対策要領を参考に、地方公共団体により地域の実情に応じた規制等が行われてい

る。 

そのため、本要領では、水道水のみならず小規模水道水や井戸水等を含めて、健康

危険情報を入手した際に厚生労働省において対応すべき措置及びその実施体制につい

て定めるものである。  
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（４）本要領においては、我が国の大部分の国民の飲料水となっている水道水について、

水道水源から取水した水道原水の水質の異常（放射性物質による水質の異常を含む）

又は水道施設において生じた事故等による汚染が原因となって、国民の生命、健康の

安全を脅かす事態が生ずるおそれがある又は生じているという健康危険情報を入手し

た際に、厚生労働省において対応すべき措置及びその実施体制について、特に詳細か

つ具体的に定めるものである。  

（参考） 

 本要領において定めるところとは別に、厚生労働省においては、飲料水を経由して摂

取する物質及び微生物による健康危険に関する新しい情報の収集及び調査研究並びに

水道原水水質保全対策の強化及び高度な浄水施設の整備などの、飲料水に係る健康リス

クをできるだけ下げるための施策を推進することとする。

（５）なお、地震、豪雨等の災害や渇水に起因して、飲料水の供給が不足すること等によ

り、国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる厚生労働省における対応

については、別途厚生労働省が定める「厚生労働省防災業務計画」及び「厚生労働省

水道渇水対策本部設置要綱」において規定する「厚生労働省水道渇水対策本部」の決

定等に基づくこととする。 

Ⅱ 健康局水道課等における対応 

１．情報の収集 

（１）健康局は、飲料水に係る健康危険情報を入手したときは、水道課を情報収集の中心

として、さらに詳細な健康危険情報を収集するものとする。 

１） 水道水の水道原水に係る水質の異常について

ア 水道課の職員は、都道府県（水道法第 46 条又は第 48 条の２に基づき権限を有す

る市町村及び特別区を含む。以下同じ。）又は水道事業者等から、水道原水水質に

異常が生じた旨の情報を入手した場合には、直ちに水道課長まで伝達するものとす

る。  

イ 水道課は、厚生労働省が直接所管する水道事業者又は水道用水供給事業者（以下、

「厚生労働省所管水道事業者等」という。）の場合は直接、その他の場合は都道府

県を通じて、水質異常の詳細な内容、浄水施設への汚染水流入の有無、都道府県及

び水道事業者等が講じた取水停止などの措置の内容について情報を収集するものと

する。都道府県を通じて情報を収集する場合において、夜間等のため都道府県に連

絡がつかないときは、可能な限り水道事業者等の浄水場等から直接情報収集を行う
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ものとする。 

ウ 水道課は、水道原水水質に異常が生じた厚生労働省所管水道事業者等と同じ河川

等から取水している他の水道事業者等がある場合には、その所管に応じ直接又は都

道府県を通じて関係の水道事業者等に必要な情報を提供するよう指示するものとす

る。  

エ 水道課は、その所管に応じ直接又は都道府県を通じて水道原水水質に異常のあっ

た水道事業者等について、(ア)給水不能になるおそれの有無並びにそれを回避する

ために必要となる応援給水の期間及び水量、(イ)水道用水供給事業からの新規受水

若しくは受水量の増量又は他の水道との間の緊急連絡管の整備等による代替管路給

水の可能性、(ウ)地理的条件からみて他の都道府県の水道事業者等からの応援給水

を行った方がより合理的である地理的状況であるか、などについて情報を収集する

ものとする。  

オ 水道課は、その所管に応じ直接又は都道府県を通じて、都道府県及び水道事業者

等が実施した調査及び措置の内容について継続して情報を収集するものとする。ま

た、都道府県及び水道事業者等による調査等の結果が判明した場合、講ずる措置に

追加又は変更があった場合には、遅滞なく連絡がなされるよう措置するものとする。  

カ 水道課は、厚生労働省所管水道事業者等から直接収集した情報については、速や

かに関係都道府県に連絡し、情報を共有するものとする。 

２）水道施設等において生じた事故について 

水道課は、都道府県又は水道事業者等から水道施設又は簡易専用水道において事故が

発生した旨の情報を入手した場合には、１）のア、イ、エ、オ及びカに準じて対応する

ものとする。  

３）水道水を原因とする食中毒等の発生について 

水道課は、医薬食品局食品安全部監視安全課等から水道水が原因となり又は水道水が原

因となったことが疑われる食中毒又は感染症が発生した旨の情報を入手した場合には、

１）に準じて対応するものとする。

４）小規模水道水又は井戸水等の水質異常等の発生について 

ア 水道課は、都道府県又は水道事業者等から、小規模水道水又は井戸水等の水質に

異常が生じた旨、又は医薬食品局食品安全部監視安全課等から小規模水道水又は井
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戸水等が原因となったことが疑われる食中毒又は感染症が発生した旨の情報を入手

した場合には、１）に準じて対応するものとする。  

イ 水道課は、小規模水道水又は井戸水等に水質異常が生じた地点をその区域に含む

地方公共団体が経営する水道事業の給水区域、給水能力等について情報を収集する

ものとする。 

（２）水道課は、（１）で収集した情報のうち、健康への影響が懸念されるもの、又は健

康への影響は小さいが発生規模が大きいもの若しくは広域にわたると懸念されるもの

については、速やかに健康局長まで、生命への危険が強く懸念される場合等で別表に

掲げるものは、電子メール等により速やかに厚生労働大臣まで、及び健康危機管理調

整会議主査に伝達するものとする。 

（３）水道課は、（１）で入手した情報について、当該情報に伴う対応が想定される関係

課に対し、速やかに当該情報を伝達し、必要な情報交換を密接に行うものとする。関

係する省内他課は以下のとおり。 

食中毒に関すること ・・・・ 医薬食品局食品安全部監視安全課 

感染症に関すること ・・・・ 健康局結核感染症課 

保健所・地域衛生研究所に関すること ・・・・ 健康局がん対策・健康増進課地域保

健室 

消費者被害に関する重要事案・・・・政策統括官付社会保障担当参事官室 

（上記以外の情報であって、当該情報を伝達すべき関係課がある場合は、当該関係課

を含む。）  

（４）水道課は、（１）で入手した情報について、健康危険の程度を判断するために必要

があれば、国立試験研究機関、研究者、国外の関係機関（世界保健機関、米国環境保

護庁等）等から情報を収集するものとする。  

ア 飲料水の水質の異常又は食中毒若しくは感染症の原因に関する情報のうち、化学

物質については国立医薬品食品衛生研究所生活衛生化学部に、微生物については国

立感染症研究所寄生動物部、ウイルス第二部又は細菌第一部に、放射性物質につい

ては国立保健医療科学院生活環境研究部に、それぞれ情報を求めるとともに、情報

源となる研究機関、研究者等について示唆があったときは、当該情報源から情報収

集を行うものとする。  

（参考） 

化学物質について必要な情報としては、毒性、除去方法及び水道原水において検出

された濃度レベルにおける当該物質による健康被害のおそれ等を、放射性物質につい
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て必要な情報としては、これに加えて拡散の状況を、微生物について必要な情報とし

ては、発生源、水中での動態、経口摂取した場合に引き起こされる症状（下痢等）、

除去又は消毒方法等を想定している。 

イ 浄水処理技術に関する情報については、国立保健医療科学院生活環境研究部又は

同部を通じて国内外の研究者若しくは関係機関から収集するものとする。 

（５）水道課は、情報の的確な把握及び対策の検討に資するため、国立保健医療科学院、

国立医薬品食品衛生研究所及び国立感染症研究所と連携して、また、世界保健機関、

米国環境保護庁等を通じて、飲料水の健康危険に関する広範な情報収集に努めるもの

とする。  

（６）飲料水による重大な健康被害が発生した場合には、水道課は、必要に応じ、関係す

る地方公共団体との連携の下に、健康局長の了解を得て現地に職員を派遣し、情報の

収集に努めるものとする。  

（７）水道課は、水道原水又は飲料水の水質の異常が判明したときは、関係省庁と必要な

情報交換を密接に行うものとする。 

ア 河川等の水質の異常については国土交通省水管理・国土保全局及び環境省水・大

気環境局と、地下水の水質の異常については環境省水・大気環境局と、それぞれが

把握している水質調査結果、講じられた又は講ずる予定の措置などについて情報交

換を行う。 

イ 水道原水又は飲料水の水質の異常の原因物質を排出している事業場、施設等を所

管する省庁との間で、原因物質の排出の状況、講じられた又は講ずる予定の措置な

どについて情報交換を行う。 

２．対策の決定 

（１）水道課は、健康への影響が懸念される、又は健康への影響は小さいが発生規模が大

きい若しくは広域にわたると懸念される、飲料水を原因とする健康危機管理に係る対

策の決定は、健康局長の決裁を経て行うものとする（対策を講じない旨の決定を含

む。）。また、生命への危険が強く懸念される場合の対策決定等特に重要な決定を行

った場合には、速やかに厚生労働大臣まで、及び厚生労働省健康危機管理調整会議主

査に伝達するものとする。 
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（２）水道法に基づく権限行使等は次により行うものとする。 

１）水道法第 39条に基づく立入検査について 

ア 厚生労働省所管水道事業者等について、給水を停止しなければ水道水に係る健康

危険を回避することができないと認めるとき（以下、「給水停止の必要な場合」と

いう。）は、当該厚生労働省所管水道事業者等に対して、判断の根拠を明確にして

給水を停止するよう指導するとともに、必要に応じ水道法第 39条に基づく立入検査

を行い、当該厚生労働省所管水道事業者等の水道水、水道施設等について実地に客

観的な調査を行うものとする。  

イ 都道府県が直接所管する水道事業者又は水道用水供給事業者（以下、「都道府県

所管水道事業者等」という。）について、給水停止の必要な場合であって、水道の

利用者の利益を保護するために緊急の必要があると認める場合は、都道府県を通じ、

当該都道府県所管水道事業者等に対して、判断の根拠を明確にして給水を停止する

よう指導するとともに、必要に応じ、都道府県と連携して立入検査を行い、当該都

道府県所管水道事業者等の水道水、水道施設等について実地に客観的な調査を行う

ものとする。 

２）水道法第 40条に基づく水道用水の緊急応援について 

ア 水道用水の緊急応援は、原則として都道府県が処理する事務であるが、給水不能

となることが避けられない水道事業又は水道用水供給事業（以下、「水道事業等」

という。）があり、緊急に水道用水を補給しなければ公共の利益が保護できないと

認める場合（以下、「緊急応援の必要な場合」という。）であって、当該水道事業

等の管轄都道府県知事と供給する側の水道事業等の管轄都道府県知事が異なる場合

は、当該水道事業等に対する水道用水の緊急応援の実現を図るよう、供給する側の

水道事業者又は水道用水供給事業者を指導するものとし、必要に応じ水道法第 40条

第５項に基づく命令を行うものとする。  

イ 緊急応援の必要な場合であって、都道府県知事が事務を行うことができないと認

める場合は、アと同様に供給する側の水道事業者又は水道用水供給事業者を指導す

るものとし、必要に応じ水道法第 40 条第３項に基づく命令を行うものとする。  

ウ 緊急応援の必要な場合であって、ア及びイ以外の場合で、国民の生命及び健康に

重大な影響を与えるおそれがあると認める場合は、都道府県に対して、当該水道事

業等に対する他の水道事業等からの水道用水の緊急応援の実現を図るよう要請する
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ものとする。 

エ ウの要請から６時間程度が経過してもなお、都道府県による調整の見込みがつか

ない場合には、当該都道府県に対して、水道法第 40 条に基づき、応急給水が可能で

あると考えられる水道事業等について、水道用水の緊急応援の命令を行うよう指示

するものとする。  

３）水道法第 36条に基づく改善の指示等について 

ア 厚生労働省所管水道事業者等について、水道施設の構造又は管理を緊急に改善す

ることにより、水道水に係る健康危険を回避することができると認めるとき（以下、

「施設の改善が必要な場合」という。）は、当該厚生労働省所管水道事業者等に対

し、水道施設について必要な改善を指導するとともに、必要に応じ水道法第 39条に

基づく立入検査を行い、実地に客観的な調査を行うものとする。  

イ 都道府県所管水道事業者等について、施設の改善が必要な場合であって、水道の

利用者の利益を保護するために緊急の必要があると認める場合は、当該都道府県所

管水道事業者等に対し、水道施設について必要な改善を指導するとともに、都道府

県と連携して、必要に応じ水道法第 39条に基づく立入検査を行い、実地に客観的な

調査を行うものとする。  

ウ ア又はイの調査の結果、水道施設が施設基準に適合しなくなっており、国民の健

康を守るため緊急に改善の必要があると認める場合、又は水道技術管理者がその職

務を怠っており、その緊急な改善を図らなければ水道水に係る健康危険が回避でき

ないことが明らかになったときは、水道法第 36 条に基づく改善の指示等を行うもの

とする。  

エ 国の設置する専用水道については、ア及びウに準じて対応するものとする。

オ 国の設置する簡易専用水道について、その管理を緊急に改善することにより、水

道水に係る健康危険を回避することができると認めるときは、当該簡易専用水道に

ついて、実地に客観的な調査を行い、必要な措置を指導するとともに、必要に応じ

水道法第 39 条に基づく立入検査を行うものとする。  

カ オの調査の結果、簡易専用水道の緊急な清掃等を行わなければ水道水に係る健康

危険が回避できないことが明らかになったときは、水道法第 36 条に基づく措置の指

導を行うものとする。  
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４）専用水道及び簡易専用水道の健康危険に対する措置について 

 専用水道又は簡易専用水道（国の設置するものを除く。）の健康危険については、

都道府県において水道法に基づく権限の行使等により必要な措置が講じられるものであ

るが、都道府県から要請があるとき、又は当該施設に係る健康危険が極めて重大である

ため、若しくは都道府県の区域を越えて生じているため都道府県のみでは対応が困難と

認められるときは、必要な技術的助言を行う等の措置を講ずるものとする。  

５）小規模水道水又は井戸水等の健康危険に対する措置について 

ア 小規模水道水又は井戸水等の利用を継続することによって健康危険が生ずるおそ

れがあると認めるときは、都道府県又は水道事業者等に対して、当該飲料水の利用

者に対して飲用の停止や使用上の注意などにつき必要な広報が徹底されているこ

と、及び当該者が生活上最小限必要とする代替飲料水を確保できる手段があること

を確認するとともに、必要な技術的助言を行うものとする。 

イ 都道府県から要請があるとき、又は小規模水道水若しくは井戸水等に係る健康危

険が極めて重大であるため、若しくは都道府県の区域を越えて生じているため都道

府県のみでは対応が困難と認められるときは、他の水道事業等からの水道用水の緊

急応援又は応急給水の実施の調整、技術者等の専門家の現地への派遣の斡旋、小規

模水道水又は井戸水等に水質異常が生じた地点をその区域に含む地方公共団体が経

営する水道事業に対する給水接続の要請などの必要な措置を講ずるものとする。  

（３）水道課は、健康危機管理に係る対策の決定を行った場合には、当該危険が無くなる

までの間、１の（１）１）オに準じて情報収集を行い、速やかに関係都道府県に連絡

するとともに、対策決定の諸前提条件の変化に応じて対策を見直し、上記（１）及び

（２）に準じてその決定を行うものとする。  

（４）水道課は、適時適切な対策の見直しを継続的に行うため、対策決定の諸前提、判断

理由についての資料を適切に管理するものとする。 

（５）水道課は、上記（１）、（２）又は（３）により決定された対策について、速やか

に、その内容を公開するとともに、特に不確実な情報の下で当該決定を行った場合に

は、その前提となった知見及び情報の内容、考慮要因、制約条件等を併せて公表する

ものとする。  
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（６）水道課は、上記（２）による行政機関等に対する指導については、緊急やむを得な

い場合を除き、文書によるものとする。緊急やむを得ず文書によらない場合にあって

は、おって文書により指導の内容を明らかにするものとする。  

３．研究班及び審議会での検討 

（１）水道課は、飲料水に由来する重大な健康への被害の発生が疑われる問題については、

厚生科学審議会生活環境水道部会を機動的に開催し、必要な対策について専門的見地

から意見を聞くこととする。  

（２）水道課は、飲料水に起因する健康被害について専門的かつ学問的な観点からの知見

の集積を行うため、学識経験者から構成される研究班を機動的かつ弾力的に設置する

ものとする。  

（３）水道課は、上記（２）により研究班を設置する場合には、設置要綱等において、検

討事項の範囲、責務等を明確にするとともに、対策決定に関わるような研究班につい

ては、研究班における検討状況の適時の厚生科学審議会生活環境水道部会への報告等、

厚生科学審議会生活環境水道部会との連携強化を図るものとする。  

４．健康危険情報の提供 

（１）飲料水に関する健康危険情報の提供に係る対応の窓口は、水道課水道水質管理官及

びその指定する職員とする。 

（２）飲料水に関する健康危険に係る国内外の情報については、適宜、報道機関、政府広

報、インターネット等を通じて広く国民に提供することとする。この場合、（公財）

水道技術研究センターが整備している水道データベース、（公社）日本水道協会の連

絡網等を活用し、情報提供が迅速に行われるよう措置するものとする。  

（３）飲料水に関する健康危険情報については、関係都道府県及び厚生労働省所管水道事

業者等に対し、電子メール等を活用して、迅速かつ直接提供するとともに、必要に応

じ、全国水道関係担当者会議等を開催して周知するものとする。  

５．その他 
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（１）本実施要領の内部処理等の詳細は、水道課長が細目で定める。 

（２）健康局は、必要に応じて、本実施要領を見直すものとする。 

別表 

次の水道の事故・事件、水道関連施設における事案及びその他の事案に該当するもの。 

１ 水道に係る事故（ＩＴ障害を含む。）であって国民生活に重大な影響を与えるもの 

２ 水道に対するテロ・ゲリラ事件（サイバー攻撃によるものを含む。） 

３ 上記に準じた事態の発生 

４ 水道施設において火災等の事故、人質、立てこもり等の犯罪事件の発生等により重大

な人的・物的被害（死傷者の発生等）が生じた場合又は周辺住民や利用者の生命・健康・

財産に重篤な被害や不安を与える可能性が高い場合 

５ １から３に準じた事態が発生した場合であって、以下に掲げる場合 

（１）事案に対する社会的な関心が高いことが見込まれるもの 

（２）事故等の発生の原因が、制度的な不備や管理上の問題等に起因するもの
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健水発０３０６第１号

平成２７年３月６日

都 道 府 県

各 市 水道行政担当部（局）長 殿

特 別 区

厚生労働省健康局水道課長

（公印省略）

「浄水処理対応困難物質」の設定について

水道行政の推進につきましては、日頃からご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、厚生労働省では、平成 24 年５月に利根川水系で発生したホルムアルデヒドに

よる水質事故の再発防止の観点から、同年７月に「水道水源における消毒副生成物前駆

物質汚染対応方策検討会」を設置し、原因となり得る化学物質の抽出、生成メカニズム

及び水道施設における低減方策等の検証、水道水源におけるリスクに応じた監視方法、

施設整備及び管理のあり方の検討を行い、平成 25 年３月 28 日付け健水発 0328 第１号

厚生労働省健康局水道課長通知「水道水源における水質事故への対応の強化について」

により、水道事業者等による水道水源における水質事故に備えた対策が実施されるよう、

同検討会の報告書を添えて、各都道府県、保健所設置市及び特別区水道行政担当部（局）

長宛に通知したところです。

その後、「水質基準逐次改正検討会」及び「厚生科学審議会生活環境水道部会」にお

いて、事故等により原水に流入した場合に通常の浄水処理では対応が困難な物質への対

応について更なる検討を進め、今般、別紙のとおり検討結果をまとめ、通常の浄水処理

により水質基準項目等を高い比率で生成する物質を「浄水処理対応困難物質」として新

たに位置付けることとしました。

つきましては、貴管下水道事業者等に対する周知につき特段のご配慮をお願いいたし

ます。

また、｢浄水処理対応困難物質｣を取り扱う者に注意喚起を行うため、環境省に対して

は都道府県等環境部局への周知依頼、経済産業省に対しては関係する同省所管業界団体

への周知依頼を行うこととしていますので、関係行政部局との連携についてもご配慮を

お願いします。
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なお、「水道水源における水質事故への対応の強化について」（平成 25年３月 28日付

け健水発 0328 第１号厚生労働省健康局水道課長通知）は本通知をもって廃止します。

また、本通知は、地方自治法（昭和 22 法律第 67号）に規定する技術的助言であること

並びに厚生労働大臣認可の水道事業者等及び国設置専用水道の設置者には別途通知し

ていることを申し添えます。
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「浄水処理対応困難物質」の設定について

１．はじめに

平成24年５月に利根川水系で発生した大規模な断水を伴う水道水質事故については、水質

基準項目であるホルムアルデヒドの基準超過が問題となったが、その原因物質であるヘキサ

メチレンテトラミンは、水道法に基づく水質基準の項目でも、環境基本法に基づく水質汚濁

に係る環境基準の項目でも、あるいは水質汚濁防止法に基づく有害物質や指定物質（当時）

にも該当していなかったが、浄水処理により水質基準項目となっている有害物質のホルムア

ルデヒドを生成するという物質であった。

このような事故の再発を防止するためには、ヘキサメチレンテトラミンと同様に浄水処理

により副生成物として水質基準項目等を生成するような物質等を特定するとともに、それら

の物質の水道水源への流入を防止する対策等を促すことが必要である。さらに、水道水源の

上流にこれらの物質を排出する可能性のある事業者が存在する水道事業者等においては、当

該物質によるリスクの存在を認識し、万が一の事故が起こった場合に備えておくことが望ま

しい。

以上の問題認識から、通常の浄水処理により水質基準項目等を高い比率で生成する物質を

新たに｢浄水処理対応困難物質｣と位置付けるとともに、その取り扱いについて検討を行った

ものである。

２．｢浄水処理対応困難物質｣の位置付け

今般、検討対象とする物質は、万一の水質事故時を除き、通常は水道水や水道原水から検

出されることは稀であり、水道事業者等に水質検査を義務付けることとなる全国一律の水質

基準及び水質基準に準ずる水質管理目標設定項目に馴染むものではない。また、毒性が定ま

らない、検出状況が不明等によって位置づけられる要検討項目とも性質は異なるものである。

従って、検討対象とする物質には、水質基準、水質管理目標設定項目及び要検討項目とは別

の位置付けを与える必要がある。

検討対象とする物質は、事故等により万一原水に流入した場合に通常の浄水処理では対応

が困難な物質であり、第一には水道水源の上流でこれらの物質を水道水源に排出する可能性

のある事業者等に対し、これらの物質が水道水源に排出された場合、水道水質事故の原因と

なることを知らせ、注意を促すことが重要である。このため、水道事業者等のみならず、排

出側を含めた関係者がこれらの物質に対して注意を払うことを目的として、新たに「浄水処

理対応困難物質」というカテゴリーを設定し、対象となる物質を位置付けることした。

-別紙-
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３．｢浄水処理対応困難物質｣の対象物質の要件

水質基準及び水質管理目標設定項目に該当しないが、通常の浄水処理により水質基準又は

水質管理目標設定項目に係る物質（以下「水質基準等物質」という。）のうち人の健康の保護

に関する項目に該当する物質を高い比率で生成することから、万一原水に流入した場合に通

常の浄水処理では対応が困難な物質を対象とする。

４．｢浄水処理対応困難物質｣の対象物質

３．の要件に該当する物質は別添１のとおり。厚生労働省では、新たな知見が得られた場

合には随時見直しを行うことを予定している。

５．｢浄水処理対応困難物質｣の取り扱い

（１）「浄水処理対応困難物質」に係る排出側での管理促進

「浄水処理対応困難物質」は、事故等により万一原水に流入した場合に通常の浄水処理で

は除去が困難な物質であり、まずは公共用水域への流入がないよう対策が講じられることが

重要である。水道事業者等は、他の水道事業者等及び関係行政部局等と連携して、水源にお

けるこれらの物質の流出のおそれの把握に努めることが必要である。「浄水処理対応困難物質」

を水道水源に排出する可能性のある事業場が水道水源の上流にある水道事業者等は、排出側

での未然防止が図られるよう、当該物質が浄水処理では対応が困難である旨を環境行政部局、

関係事業者等に情報提供し、万が一、当該物質が水道水源に流入した場合には、原因者から

環境部局及び関係する水道事業者等に速やかに連絡する体制が構築されるよう関係者との連

携に努めること。

（２）水質事故把握のための体制整備

水源を共有する水道事業者等の間の連携を密にするとともに、河川管理者、環境部局等の

関係行政部局や研究機関との連絡体制の強化、実施可能な措置及び役割の明確化により、事

故発生時の状況を正確かつ迅速に把握できる体制の整備に努めること。

なお、「浄水処理対応困難物質」は、水道水源の上流でこれらの物質を水道水源に排出する

可能性のある事業者等に対し、これらの物質が水道水質事故の原因となることを知らせ、注

意を促すことを第一の目的として整理したものであり、当該物質の副生成物である水質基準

等物質を検査することにより検知できることから、当該物質そのものを新たに定期的な水質

検査の対象に加える必要はない。
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（３）「浄水処理対応困難物質」によるリスクの把握

「浄水処理対応困難物質」を水道水源に排出する可能性のある事業場が水道水源の上流に

ある水道事業者等においては、水安全計画（平成 20 年 5 月 30日健水発第0530001 号）の手

法も活用しながら、浄水施設に対する当該物質によるリスクの把握に努めること。

（４）影響緩和措置による対応能力の強化

十分な配水池容量や備蓄水等の施設内調整容量の確保、水源の複数化や予備水源の確保等

は水質事故による給水への影響を軽減するうえで有効である。また、水道施設に排水機能を

整備することは、水質事故からの早期復旧に有効である。

６．その他過去に水質事故の原因となった物質等について

その他、過去に水質事故（給水への影響を及ぼした事故又は給水への影響を及ぼすおそれ

のあった事故（取水制限、浄水操作の変更等））の原因となったものとして別添２に示す物質

等が挙げられる。これらについても水道水源における水質事故への注意が必要であり、上記

５．に準じた対応に努められたい。
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別添１ 浄水処理対応困難物質

物質 生成する水質基準等物質 備考（※）

ヘキサメチレンテトラミン（HMT）

ホルムアルデヒド

（塩素処理により生成）

水濁法指定物質

PRTR第 1種

1,1-ジメチルヒドラジン（DMH） PRTR第 1種

N,N-ジメチルアニリン（DMAN） PRTR第 1種

トリメチルアミン（TMA）

テトラメチルエチレンジアミン（TMED）

N,N-ジメチルエチルアミン（DMEA）

ジメチルアミノエタノール（DMAE）

アセトンジカルボン酸

クロロホルム

（塩素処理により生成）

1,3-ジハイドロキシルベンゼン

（レゾルシノール）

1,3,5-トリヒドロキシベンゼン

アセチルアセトン

2'-アミノアセトフェノン

3'-アミノアセトフェノン

臭化物（臭化カリウム等）

臭素酸（オゾン処理により生成）、

ジブロモクロロメタン、ブロモジ

クロロメタン、ブロモホルム（塩

素処理により生成）

※ PRTR第 1種指定化学物質については、経済産業省ＨＰ等から排出事業所等の情報収

集が可能である。PRTR 第 1 種指定化学物質以外の物質については、今後、厚生労働

省が関係省庁と連携し、情報収集に努める。
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別添２ 過去に水質事故の原因となった物質等

物質等 水質事故の内容 備考

スチレン

要検討項目の目標値超過

PRTR第１種

有機すず化合物 PRTR第１種

過塩素酸

パーフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）
発泡

PRTR第１種

ポリプロピレングリコール

パーフルオロオクタン酸（PFOA）
毒性の懸念

ヒドロキシルアミン

シクロヘキシルアミン
塩素と反応し異臭

PRTR第１種

3,5-ジメチルピラゾール

ナフタレン

異臭

PRTR第１種

香料（フェニルメチルエーテル、イソ吉草酸メ

チル等）

アクリル酸2-エチルヘキシル

異臭、油膜の形成硫酸ピッチ（硫酸、タール、油分）

油類

ポリアクリル酸ブチル 表面膜の形成

スルファミン酸

塩素消費量増加チオ硫酸ナトリウム

アンモニア類（重炭酸アンモニウム等）

水酸化ナトリウム
pH異常

セメント灰汁

蛍光塗料、染料 色度超過
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（参考）

「安全を持続的に確保するための今後の河川管理のあり方について〔答申〕」

（抜粋） 

Ⅱ 河川の管理における現状の課題 

２．平常時の管理上の課題 

（６）河川環境

 平成 24年には利根川において広域にわたり水道取水に影響を生じる水

質事故が発生したが、このような水質事故対応に当たって関係機関の迅

速な情報共有が十分に行われていない例が見られる。 

Ⅲ 今後のあり方 

３．資源・エネルギーとしての河川の利活用に向けて 

（２）地域資源としての河川環境の管理

河川における水質事故に当たっては、流域における安全な水質の確保に

携わる関係機関の情報共有が重要であることから、河川管理者が関係機関

と連携して迅速に対応することが必要である。 

Ⅳ 具体的な取組 

３．資源・エネルギーとしての河川の利活用 

（２）地域資源としての河川環境の管理

④ 安全な水質の確保に係る情報共有体制の強化

水質事故に対応して流域における安全な水質の確保に当たるために、河

川管理者が関係機関と連携して迅速に対応する体制を強化するべきであ

る。 

「健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報及び水質事故等に関

する情報の提供について」（平成 25 年 10 月 25 日付厚生労働省健康局水道課長

通知） 

別紙「飲料水健康危機管理実施要領」（抜粋） 

Ⅱ（１）１） 

ウ 水道課は、水道原水水質に異常が生じた厚生労働省所管水道事業者等と同じ

河川等から取水している他の水道事業者等がある場合には、その所管に応じ直

接又は都道府県を通じて関係の水道事業者等に必要な情報を提供するよう指示

するものとする。 
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「「浄水処理対応困難物質」の設定について」 

（平成 27 年 3 月 6 日付厚生労働省健康局水道課長通知）（抜粋） 

また、｢浄水処理対応困難物質｣を取り扱う者に注意喚起を行うため、環境省

に対しては都道府県等環境部局への周知依頼、経済産業省に対しては関係する

同省所管業界団体への周知依頼を行うこととしていますので、関係行政部局と

の連携についてもご配慮をお願いします。 

別紙「「浄水処理対応困難物質」の設定について」 

５．｢浄水処理対応困難物質｣の取り扱い 

（２）水質事故把握のための体制整備

水源を共有する水道事業者等の間の連携を密にするとともに、河川管理者、

環境部局等の関係行政部局や研究機関との連絡体制の強化、実施可能な措置及

び役割の明確化により、事故発生時の状況を正確かつ迅速に把握できる体制の

整備に努めること。 

なお、「浄水処理対応困難物質」は、水道水源の上流でこれらの物質を水道水

源に排出する可能性のある事業者等に対し、これらの物質が水道水質事故の原

因となることを知らせ、注意を促すことを第一の目的として整理したものであ

り、当該物質の副生成物である水質基準等物質を検査することにより検知でき

ることから、当該物質そのものを新たに定期的な水質検査の対象に加える必要

はない。 
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災害時等における国土交通本省の防災体制について 

 平成１６年５月２４日            

国土交通省防災会議決定 

 「地震等災害に関する対応の充実・強化について（国土交通省防災会議決定 平成１

５年７月１５日）」における、国土交通省災害対策本部の設置に至らない災害又は設置

するまでの間における国土交通本省の防災体制及び職員の参集については、下記による

ものとする。 

記 

１．防災体制整備の考え方 

(1) 各体制における対応についての基本的な考え方

イ 注意体制

情報の収集・連絡を行う。

ロ 警戒体制

情報の収集・連絡、必要に応じて情報のとりまとめ、報告（内閣情報集約セ

ン ター、内閣府等）、広報活動等を行う。

ハ 非常体制

情報の収集・連絡、情報のとりまとめ、報告（内閣情報集約センター、内閣

府 等）、広報活動等を行う。

(2) 勤務時間外における参集

勤務時間外は別紙に定める幹部が本省に参集する。

関係課室の参集については、別途定める。

(3) 防災体制目安

次表を目安として当該体制に入るものとする。

区  分 体制 目 安 

地  震 注意 ・気象庁が震度４を発表した場合

・地方整備局等が注意体制をとった場合

警戒 ・気象庁が震度５弱又は５強（東京２３区内を除く）を発

表した場合

・地方整備局等が警戒体制をとった場合

・交通機関の施設に被害が発生した場合

非常 ・気象庁が震度６弱以上を発表又は東京２３区において震

度５強以上を発表した場合

・地震により重大な被害が発生した場合

・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合
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区  分 体制 目  安 

東海地震 注意 ・気象庁が東海地震観測情報を発表した場合

非常 ・気象庁が東海地震注意情報を発表した場合

津  波 注意 ・気象庁が津波注意報を発表した場合

・地方整備局等が注意体制をとった場合

警戒 ・気象庁が津波警報（津波）を発表した場合

・津波により相当の被害が発生し、又はそのおそれがある

場合

・地方整備局等が警戒体制をとった場合

非常 ・気象庁が津波警報（大津波）を発表した場合

・津波により著しい被害が発生し、又はそのおそれがある

場合

・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合

風 水 害     注意 ・地方整備局等が注意体制をとった場合

・台風の本邦への接近・上陸等により、複数の都道府県に

おいて交通機関の運行（航）抑止が発生した場合

警戒 ・地方整備局等が警戒体制をとった場合

・台風の本邦への接近・上陸等により、多数の乗客に影響

を及ぼす交通機関の施設に被害が発生した場合

非常 ・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合

・風水害により大規模な被害の発生がほぼ確実となった場

合であって、次の場合

ア 特定の区間において破堤のおそれが高い又は破堤

し、大規模な被害が発生すると予想される場合

イ 台風の規模、強さ、進路、速度及び潮位等から高潮

による大規模な被害の発生がほぼ確実な場合

ウ 土砂災害等により大規模な被害が発生し、今後更に

土砂災害等により被害の拡大が予想される場合

エ 上記以外で重大な人的、物的被害が発生し、又は発

生するおそれがある場合

火山災害 注意 ・気象庁が臨時火山情報を発表した場合

・地方整備局等が注意体制をとった場合

警戒 ・気象庁が緊急火山情報を発表した場合

・社会的影響を及ぼす火山災害が発生し、又はそのおそれ

がある場合

・地方整備局等が警戒体制をとった場合

非常 ・社会的影響が大きい大規模な火山災害が発生し、又はそ

のおそれがある場合

・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合
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区  分 体制 目 安 

雪  害 注意 ・地方整備局等が注意体制をとった場合

・複数の都道府県において、交通機関の運行（航）抑止が

発生した場合

警戒 ・地方整備局等が警戒体制をとった場合

・多数の乗客に影響を及ぼす交通機関の施設被害が発生し

た場合

非常 ・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合

・社会的影響が大きい重大な被害が発生、又はそのおそれ

がある場合

道路災害 注意 ・地方整備局等が注意体制をとった場合

警戒 ・地方整備局等が警戒体制をとった場合

非常 ・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合

河川水質事故災害 注意 ・河川水質事故により被害（軽微なものを除く）が発生し、

又はそのおそれがある場合

・地方整備局等が注意体制をとった場合

警戒 ・重大な被害発生のおそれがある場合

・地方整備局等が警戒体制をとった場合

非常 ・重大な被害が発生した場合

・地方整備局等が非常体制をとり、重大な被害が発生又は

発生のおそれがある場合

海上災害 非常 ・旅客船等の衝突、沈没等の海難事故により、多数の死傷

者、行方不明者が発生する等の大規模な海難が発生し、 又

はそのおそれがある場合

・我が国周辺海域において、大規模な油流出事故が発生、

又はそのおそれがある場合

航空災害 非常 ・航空に関する事故であって、多数の死傷者の発生を伴う

ものの発生又は恐れがある場合

鉄道災害 非常 ・鉄軌道事業者が運行する列車等の衝突、脱線等により多

数の死傷者等を生じた大規模な鉄軌道事故が発生した場

合

原子力災害 非常 ・原子力災害対策特別措置法第10条第１項の通報を受けた

場合

港湾危険物等災害         警戒 ・港湾において危険物等の漏洩、爆発等により、多数の死

傷者を伴う大規模な災害が発生するおそれがある場合

非常 ・港湾において危険物等の漏洩、爆発等により、多数の死

傷者等の発生する大規模な災害が発生した場合

参考③

5－6－153



区  分 体制 目 安 

そ の 他     注意 ・上記以外の災害が発生し、又はそのおそれがある場合

・上記以外の災害に起因して、地方整備局等が注意体制を

とった場合

警戒 ・上記以外の社会的影響を及ぼす突発的災害が発生し、又

はそのおそれがある場合

・上記以外の災害に起因して、地方整備局等が警戒体制を

とった場合

非常 ・上記以外の社会的影響が大きい突発的災害が発生し、又

はそのおそれがある場合

・上記以外の災害に起因して、地方整備局等が非常体制を

とり、重大な被害が発生又は発生のおそれがある場合

(4) 体制の適用、変更及び解除の決定

体制の適用、変更及び解除は、（２）防災体制目安に基づき、地震、東海地震、

津波、風水害、火山災害、雪害、道路災害、河川水質事故災害及びその他について

は河川局防災課長が、海上災害及び原子力災害（施設）については総合政策局技術

安全課長が、航空災害、鉄道災害、港湾危険物等災害及び原子力災害（輸送）につ

いては当該局の担当課長が、必要に応じて関係する局課の意見を踏まえ決定する。 

 各体制の適用等をした場合は、それを決定した課長が、必要に応じて大臣以下関

係幹部（注）へ体制及び参集の連絡を、関係局課等へは体制の連絡を行うものとす

る。 

 体制の解除及び下位体制への変更については、（２）防災体制目安のほか、応急

対策の実施状況、被害の程度・変化の状況、災害の原因となった事象の今後の見通

し、２次災害の可能性、政府の対応状況等を踏まえて決定するものとする。 

（注）大臣以下関係幹部：大臣、副大臣、大臣政務官、事務次官、技監、国土交通審

議官、官房長 

２．その他 

 参集を要する規模の地震等が発生した場合において、参集が必要な職員は、当該

地震等発生を察知、あるいはテレビ・ラジオ放送等により了知したときは、直ちに

自発的に参集するものとする。 
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別添

河川水質事故災害関連資料

水質事故時の対応に関する関係法令及び過去の通達及び情報連絡要領等の内容につい

て、以下の通りとりまとめた。

・ 各地方整備局においては、本内容に基づき対応されたい。

・ 各都道府県においては、本資料を参考とされ、迅速かつ的確な運用につき、十分

な配慮をお願いしたい。

■緊急時の措置（河川法施行令第１６条の６関連）

河川法施行令第１６条の６  
（緊急時の措置）第 16 条の６ 河川管理者は、異常な渇水等により河川の汚濁が著しく

進行し、河川の管理に重大な支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、その旨を

関係行政機関、関係地方公共団体及び利害関係を有すると認められる関係河川使用者（法

第 38 条に規定する関係河川使用者をいう。）に通報するものとする。  
２ 前項に規定する場合には、河川管理者は、当該支障を除去するために必要な限度に

おいて、河川に汚水を排出する者に対し、排出する汚水の量を減ずること、汚水の排出

を一時停止することその他必要な措置をとるべきことを求めることができる。  

１．緊急時の要件  

（昭和 45 年 10 月７日付け河川局水政課長通達「河川法施行令の一部を改正する政令の運用及び解釈につ

いて」より抜粋）

第五 令第１６条の６関係

一 緊急時の要件

１ 異常な渇水等とは、次の各号の１に該当する場合をいうものとする。

（１）河川の流量が当該河川の平均渇水流量以下に減少した場合

（２）事故による汚水の流入その他突発的な事態が発生した場合

２ 河川の管理に重大な支障を及ぼすおそれがある場合とは、河川の汚濁が進行し、

次の各号に例示するような事態が生じた場合をいうものとする。

（１）上水道等の原水として利用することが不可能となるおそれがある場合

上水道等の原水として利用することができるかどうかは、各施設の浄化能

力に左右されるが、上水道の場合を例にとれば、原則としてＢＯＤ値が簡

易水道の場合には 4ppm 以上、高級水道の場合には 6ppm 以上となった場
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合とする。

（２）シアン、クロムその他の劇毒物による汚染により上水道水源が汚染され人

の健康の保持に影響が生ずるおそれがある場合

（３）魚類等の異常斃死があった場合又は魚類等が急激に棲息できなくなるお

それがある場合

（４）ＢＯＤ値が 20ppm 以上となり、悪臭が発生した場合 環境の保全に影響

が生じた場合

２．関係河川使用者及び関係行政機関等への通報

（１）関係河川使用者及び関係行政機関への通報

（平成 10 年１月 23 日付け河川局水政課長、河川計画課長、河川環境課長、治水課長、開発課長通達「河

川法の一部を改正する法律等の施行について」より抜粋。平成２年２月３日付け建設省河川局河川計画課

長通知「水質事故発生時の情報伝達について」にも同様内容あり）

 河川を汚濁する行為があったことを知ったときには、都道府県環境担当部局関係行政

機関及び利害関係を有すると認められる関係河川使用者に対し速やかに通報するよう周

知してきたところであるが、今後とも関係機関との十分な連絡通報体制の確保を図り、

流水の清潔の保持の観点から適切に対処すること。なお、連絡通報体制の確保に当たっ

ては、既存の水質汚濁防止連絡協議会等の組織を活用すること。

（２）本省、地方整備局等における災害情報連絡

（平成 13 年２月 16 日河川局長通知「河川、砂防、海岸等に係る災害情報連絡要領について」より抜粋） 

河川、砂防、海岸等に係る災害情報連絡要領

１．目的

この要領の目的は、河川・・（中略）・・等に係る災害の発生時等において、災

害による危険を防止し、地域の災害対策等を効果的に進めるために、・・（中略）・・

等の災害状況や所管の事項に係る被災状況を迅速かつ的確に把握するための活動要

領について示したものである。

・・（中略）・・

３．情報連絡方法

（１）情報連絡の対象となる事象

都道府県及び地方整備局等は、・・（中略）・・等以下に例示する災害により所

管の事項に係る被害が生じ、又は生じるおそれがある場合には、（２）に定める
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方法によって情報連絡を行うものとする。

・・（中略）・・

・河川水質事故災害

・・（中略）・・

（２）連絡経路

災害の発生時等において、都道府県は地方整備局等に連絡し、また地方整備局等

は本省に連絡を行うものとする。

また、地方整備局等は、災害対策に関して都道府県と連携し、必要に応じて支援

するものとする。

 工事事務所 －

都道府県 → 地方整備局等 → 本省 

ただし、重大な災害等の場合であって、国土交通省あるいは河川局として災害の状況

を内閣危機管理センター、政府非常災害対策本部等に報告する必要がある場合等の緊急

の場合（別途定める）においては、都道府県は本省にも直接連絡を行うものとする。

（平成 13 年２月 16 日関係課長通知「河川、砂防、海岸等に係る災害発生時における緊急情報連絡につ

いて」より抜粋）

河川、砂防、海岸等に係る災害発生時における緊急情報連絡について

・・（中略）・・

１．緊急情報連絡が必要な場合

 災害等の状況が以下の各号の一に該当する場合、災害の発生及び被害に関する情

報の第一報（発生場所、時刻、災害状況等の概要で、特に定めがある場合を除き、

様式は問わない）を、本通知に定める方法で連絡するものとする。

・・（中略）・・

③河川水質事故災害のうち、人的被害などの重大な影響が発生し、又は発生するお

それがある場合

・・（中略）・・

緊急情報連絡の判断にあたっては、上記のほか、災害等の状況に応じて機動的か

つ弾力的に運用するものとする。

２．緊急情報連絡経路

緊急情報連絡は、「河川、砂防、海岸等に係る災害情報連絡要領」における本省

の各所管課に直接連絡するとともに、地方整備局等にもあわせて連絡するものとす
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る。

 工事事務所 －

→ 地方整備局等 →

（３）水質汚濁防止連絡協議会（水濁協）

（３）―１ 設置  

（昭和 45 年９月 10 日付け建設省河川局長通達「河川法施行令の一部を改正する政令の施行について」よ

り抜粋）

水質汚濁防止に関しては、必要な河川ごとに水質関係機関からなる連絡協議会をあら

かじめ設置し、常時情報の交換を行うとともに、緊急事態の発生した場合に即応できる

ようにする等連絡体制を確立すること。

（３）―２ 業務の内容  

（昭和 46 年７月 24 日付け建設省河川局河川計画課長通達「河川の水質汚濁防止に関する連絡協議会の事

業の内容について」より抜粋）

河川の水質汚濁防止に関する連絡協議会の設置については、・・（中略）・・同協議

会の業務の内容は、下記の事項とするところが適当であるので、参考とされたい。

記 

１． 緊急時の措置に関する連絡及び連絡通報体制の整備（河川法施行令第 16 条の６） 

２． 水質汚濁に係る公害防止計画の作成作業に関する協力（公害対策基本法第 19 条） 

３． 水質測定計画の作成に関する連絡調整（水質汚濁防止法第 16 条第１項）  

４． 水質調査及び解析に関する情報の交換

５． ３及び４以外の事項で一級河川の管理上必要な水質汚濁防止法の措置に関する

連絡調整

６． 一級河川に係る水域類型の指定の作業に関する協力

７． 流域別下水道整備総合計画の策定に関する協力（下水道法第２条の２）

８． 水質汚濁対策事業に関する協力

９． その他水質汚濁防止対策上必要と認める事項

都道府県 本省
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（平成６年９月 12 日付け建設省河川局河川計画課長通知「水質事故発生時の情報伝達について」より）  

・・（中略）・・水質事故等緊急時の水質汚濁防止連絡協議会（以下「水濁協」とい

う）の対応について下記のとおり徹底を図り、河川水質汚濁被害の防止・軽減に一層努

められたい。

記 

１．水濁協による水質事故等緊急時の情報の連絡通報体制（特に夜間、休日の連絡通

報体制）について徹底を図る。また、水質事故情報伝達訓練を実施していない水系に

ついては、定期的に訓練を実施する。

・・（中略）・・

５．水質事故等緊急時の対策を円滑に実施できるよう、水質事故現地対策訓練を定期

的に実施する。

・・（中略）・・

（３）―３ 通報・連絡系統  

（平成６年９月 12 日付け建設省河川局河川計画課長通知「水質事故等緊急時における水質汚濁防止連絡協

議会の情報連絡通報体制等について」より抜粋。平成２年８月４日付け建設省河川局河川環境対策室長通

知にも同様内容あり）

３．警察、消防、保健所等の機関が水濁協の構成員となっていない場合については、

これらの機関からの水質事故情報が迅速に入手できるような連絡調整に努める。

（昭和 45 年 10 月７日付け河川局水政課長通達「河川法施行令の一部を改正する政令の運用及び解釈につ

いて」より抜粋）

第五 令第１６条の６関係

 五 河川に流入する水路についても緊急時には河川管理者が当該水路管理者に協力を

求め、当該水路管理者は当該水路への排出者に排出量の減量等の措置を求めることとす

ると望ましいので、前記二の協議会に当該水路管理者を加え、所要の措置を定めておく

こと。

（４）一般への周知

（平成６年９月 12 日付け建設省河川局河川計画課長通知「水質事故等緊急時における水質汚濁防止連絡

協議会の情報連絡通報体制等について」より抜粋。昭和 45 年 10 月７日付け河川局水政課長通達「河川法

施行令の一部を改正する政令の運用及び解釈について」にも同様内容あり）
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水質事故が発生した場合には、水濁協として報道機関を通じ広く流域の一般市民に情

報提供するように努める。

３．緊急対策

（昭和 50 年１月８日建設省河川局治水課長通達「重油流出事故等による河川汚濁の緊急対策について」よ

り抜粋）

 河川への重油等有害浮遊物の大量の流出等突発的な事故発生に対し・・（中略）・・

これらの事故が予想される河川については、改めて下記事項に留意し遺憾のないよう措

置されたい。

記 

（１）流出した重油等の拡散、流下、遡上等を防止するためのオイルフェンス、オイル

マット等の資材の常備、

（２）関係機関との連絡、応援態勢の確立

（３）専門業者の活用の検討

４．汚水の排出者に求める内容

（１）汚水の排出者に対して要請すべき事項

（昭和 45 年９月 10 日付け建設省河川局長通達「河川法施行令の一部を改正する政令の施行について」よ

り抜粋）

三 緊急時の措置について

１ ・・（中略）・・汚水の排出者に対して要請すべき事項は、当該汚濁の程度、汚濁

による影響の程度等に応じて当該支障を除去するために有効、適切なものとすること。

この場合、汚水の排出者が要請を履行することができるよう当該汚水の排出者の業者、

排出量、営業規模等を考慮し、実情に即したものとなるよう配慮すること。

２ あらかじめ緊急な事態の内容に応じて汚水の排出者に求めるべき事項を定め、緊急

時に迅速に対応できるよう措置すること。

３ 汚水の排出者に所要の要請をするほか、関係行政機関に対しても汚濁の防止につき

協力を求める等の措置を講ずること。・・（中略）・・
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（昭和 45 年 10 月７日付け河川局水政課長通達「河川法施行令の一部を改正する政令の運用及び解釈につ

いて」より抜粋）

第五 令第１６条の６関係

二 緊急時等の措置

異常な事態が生じた場合に汚水の排出者に求めるべき内容は、当該河川の水質の状況、

利用の状況及び開発の状況を勘案し、特に上水道原水及び魚族の棲息を重視して河川の

特性に応じて決定するものとする。この場合、河川ごとに設けた関係機関等による協議

会であらかじめ汚濁の進行状況に応じて、次に例示するように段階的に減量すべき量を

定めておく等適切な措置を講ずること。

１ 異常渇水時の場合

あらかじめ、次の例のような段階別の措置を年度ごとに定め、状況に応じて適用する

ものとする。この場合、原材料の面で操業時期に制約のある季節的な事業については、

その特殊事情を配慮し、シアン、カドミウム等の健康項目を含む排水については、その

排水が人の健康に及ぼす影響を十分配慮して決定するものとする。

（Ａ）段階 主要な汚濁負荷工場について業種、排出量、排水の水質等に応じて定

める割合の排出量の減量を求める。

（Ｂ）段階 その他の排出者に排出規制の協力を求め、かつ、主要な汚濁負荷工場

に対し、業種、排出量、排水の水質等に応じて定める割合の排水量の

減量、排水の停止等を求める。

２ 突発的な事態が発生した場合

排水者に対し、異常水質の状況を示し、適正な排水規制を求める。

・・（中略）・・

四 一の緊急時の要件及び二の緊急時において求める措置の内容を汚水を排出する者に

周知徹底させること。

・・（中略）・・

六 河川管理者が通商産業省所管の工場、事業場に対し、汚水の排出量の減量その他の

必要な措置を講ずべきことを求める場合には、関係通商産業局長又は関係鉱山保安監督

部長に協議するものとする。

七 河川管理者が病院に対し、緊急時の措置を求めようとするときは、緊急性の度合に

応じ、当該病院を所管する関係行政部局又は関係行政機関に協議することとし、当該病

院の医療に支障をきたさないように配慮すること。

八 緊急時の措置を求める場合には、公害防止に関する条例による類似の措置を尊重し

て行うこと。
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５．その他

（平成４年１月 22 日付け建設省河川局河川環境対策室長通知「水質事故対策マニュアルの作成について」

より抜粋）

・・（中略）・・

ついては、水質事故対応をより迅速かつ的確に実施するため、・・（中略）・・各水

系毎の水質事故対策マニュアルを早急に作成し、頻発する水質事故に迅速かつ的確な対

応が図られるよう対処されたい。

なお、作成にあたっては、水質汚濁防止連絡協議会との調整を十分行うとともに、作

成した時は速やかに本省河川環境対策室まで報告されたい。
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■原因者負担（河川法第１８条関連）

河川法第１８条（工事原因者の工事の施行等）  
河川管理者は、河川工事以外の工事（以下「他の工事」という。）又は河川を損傷し、

若しくは汚損した行為若しくは河川の現状を変更する必要を生じさせた行為（以下「他

の行為」という。）によつて必要を生じた河川工事又は河川の維持を当該他の工事の施

行者又は当該他の行為の行為者に行わせることができる。  

河川法第６７条（原因者負担金）  
河川管理者は、他の工事又は他の行為により必要を生じた河川工事又は河川の維持に要

する費用については、その必要を生じた限度において、当該他の工事又は他の行為につ

き費用を負担する者にその全部又は一部を負担させるものとする。  

（平成 10 年１月 23 日付け河川局長通知「河川法の一部を改正する法律等の施行について」より抜粋）  

五 水質事故処理等の原因者施行・原因者負担制度の創設について（法第１８条及び第

６７条関係）

 河川管理者は、水質事故等に対応して、オイルフェンスの設置により油の下流への流

出の防止、オイルマットの敷設による油の吸着等の処理対策を行っているところである。

このような水質事故処理は、本来原因者の責任で行うべきであるが、改正前の河川法に

おいては、原因者に施行・負担させることができるものは「河川工事」に限定され、河

川管理者は、水質事故処理等の河川の維持を原因者に施行させることができなかったた

め、河川管理者が、油の流出など水質事故等により必要となった河川の維持（オイルフ

ェンス、オイルマットの敷設等）について、原因者に施行を命じ、又は原因者に必要な

費用を負担させることができるよう措置したものであること。

（平成 10 年１月 23 日付け河川局水政課長、河川計画課長、河川環境課長、治水課長、開発課長通達「河

川法の一部を改正する法律等の施行について」より抜粋）

五 水質事故処理等の原因者施行・原因者負担制度の創設について

１ 河川の汚損について

「河川の汚損」とは、水質事故等により河川の流水、河川敷等を汚すことであり、具

体的には、例えば、施設や船舶等の故障、事故等の突発的な事態により、原油、重油、

灯油などの油や有害物質等が河川に流入し、河川の流水を汚したり、産業廃棄物、建設

参考⑥

5－6－171



廃材、船舶、車両等の不法投棄により、河川敷を汚すことであること。

２ 河川の維持について

「河川の維持」とは、河川又は河川管理施設の原状を良好な状態に保存する行為であ

り、具体的には破船、流木、ごみ、投棄車両等の障害物の除去、水質事故の応急措置等

であること。

水質事故の応急措置としては、流出した油、酸・アルカリ等の拡散、流下、遡上等を

防止するためのオイルフェンス、オイルマット等の設置、化学処理等で、いずれも河川

の原状を良好な状態に保全するために行うものであること。

・・（中略）・・

４ 原因者負担金について

 原因者は、自らが生起させた水質事故等の結果に対して責任を有するものであり、公

平の原則から水質事故等の処理に要した維持行為についての費用負担を原因者に請求す

るものである。

したがって、原因者が個人、企業、法人を問わず、費用請求ができるものとする。な

お、大震災等通常想定し得ない天災や第三者の犯罪行為により水質事故等が発生した場

合で、原因となった施設の管理者に帰責理由が存在しない場合においては、費用請求の

対象とはならないものとすること。

原因者負担の範囲は、業者に依頼した場合の処理に要した経費及び水質分析費、処理

に要した資材費等水質事故等の処理に直接要した維持行為に係る費用とすること。
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災
害
情
報
を
迅
速
に
把
握

現
地
か
ら
の
状
況
報
告
、
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

現
地
か
ら
の
状
況
報
告
、
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

時
の
連
絡
手
段
と
し
て
活
用

現
地
か
ら
の

被
害
状
況
報
告

被
害
報
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２
．
D
iM
A
P
S

へ
の

ア
ク

セ
ス

(イ
ン

ト
ラ

)

①
内
部

HP
よ
り

「
防
災
系
シ
ス
テ
ム
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
」

を
ク
リ
ッ
ク

②
防
災
系
シ
ス
テ
ム
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
よ
り

「
統
合
災
害
情
報
シ
ス
テ
ム
（D

iM
AP

S）
」

を
ク
リ
ッ
ク
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①

２
．
D
iM
A
P
S
の
基
本
地
図
画
面
へ
の
ア
ク
セ
ス

①
D
iM
A
P
S
の
W
E
B
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
に
入
る
と
、
「
メ
ニ
ュ
ー
」
画
面
が
表
示
。
「
基
本
地
図
」
ボ
タ
ン
を
ク
リ
ッ
ク
す
る
こ
と
で

基
本
地
図
画
面
が
表
示
（
軽
量
モ
ー
ド
は
現
在
継
続
中
の
災
害
の
み
、
フ
ル
モ
ー
ド
は
過
去
災
害
全
て
の
デ
ー
タ
が
表
示
）

Ｕ
Ｒ
Ｌ
h
tt
p
:/
/1
0
.9
7
.5
.6
5
/d
im
s
/

D
iM
A
P
S
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
、
以
下
の
Ｕ
Ｒ
Ｌ
を
ブ
ラ
ウ
ザ
の
ア
ド
レ
ス
バ
ー
に
入
力

内
部

資
料
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4

２
．
D
iM
A
P
S

へ
の

ア
ク

セ
ス

(一
般

公
開

編
)

D
iM

AP
Sで
検
索
。

ま
た
は
、
国
土
交
通
省
ト
ッ
プ
ペ
ー
ジ
の
バ
ナ
ー
を
ク
リ
ッ
ク
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３
．
D
iM
A
P
S

(統
合

災
害

情
報

シ
ス

テ
ム

)へ
の

写
真

登
録

方
法

○
写

真
の

登
録

方
法

１
．

位
置

情
報

付
の

写
真

を
撮

影
す

る
。

※
携

帯
、

ス
マ

ホ
、

デ
ジ

カ
メ

な
ど

２
．
D
iM
A
P
S

に
メ

ー
ル

送
付

(写
真

を
添

付
)す

る
。

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

完
了

。
※

 反
映

さ
れ

る
ま

で
数

分
か

か
り

ま
す

。

【
訓

練
】

←
訓

練
の

場
合

、
必

ず
入

れ
て

下
さ

い
。

【
報

告
者

名
】

近
畿

地
整

○
○

事
務

所
○

○
課

○
○

【
被

災
場

所
】

国
道

○
○

号
○

○
地

先
【

被
害

状
況

】
国

道
○

号
法

面
崩

落
の

た
め

全
面

通
行

止
め

【
そ

の
他

】

【
写

真
に

必
要

な
情

報
】

・
位

置
情

報
【

緯
度

・
経

度
】

※
位

置
情

報
が

無
い

写
真

は
登

録
で

き
ま

せ
ん

。
・

撮
影

日
時

※
撮

影
日

時
で

登
録

さ
れ

ま
す

。
(送

信
日

時
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
)

◎
メ

ー
ル

送
付

ア
ド

レ
ス

：
h

q
t-

d
im

a
p

s
@

k
i.m

lit
.g

o
.jp

※
メ

ー
ル

送
付

時
の

注
意

点

統
合

災
害

情
報

シ
ス

テ
ム

統
合

災
害

情
報

シ
ス

テ
ム

内
部

資
料

■
メ

ー
ル

の
件

名
：

近
畿

※
『

近
畿

』
の

み
を

記
載

す
る

。
D

iM
P

A
S

で
の

フ
ォ

ル
ダ

仕
分

け
に

必
要

で
す

。

■
メ

ー
ル

本
文

の
記

載
内

容
及

び
記

載
例

※
下

記
四

角
囲

み
の

内
容

を
メ

ー
ル

本
文

に
記

載
し

て
下

さ
い

。
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①
『
メ
ニ
ュ
ー
』
を
押
す

②
『
設
定
』
を
選
択

③
『
位
置
情
報
』
を
選
択

写
真
に
位
置
デ
ー
タ
を
付
加
し
て
、
メ
ー
ル
送
信
を
行
う
こ
と
で
、

Di
M

AP
Sへ
登
録
す
る
こ
と
が
出
来
ま
す
。

※
屋
内
等
、
撮
影
場
所
に
よ
っ
て
は
位
置
デ
ー
タ
が
上
手
く
捉
え
ら
れ
ず
、

Di
M

AP
Sへ
登
録
で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

携
帯

版
(1

/
6

)

④
『
位
置
情
報
』
を

ON
に
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⑤
『
同
意
す
る
』
を
選
択

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

携
帯

版
(2

/
6

)

⑥
位
置
情
報
が

ON
に

な
っ
た
こ
と
を
確
認

⑦
ス
タ
ー
ト
画
面
に
戻
る
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３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

携
帯

版
(3

/
6

)

⑪
ア
プ
リ
が
立
ち
上
が
り

同
意
を
し
て
い
く

⑧
『
メ
ニ
ュ
ー
』
を
押
す

⑨
『
ツ
ー
ル
』
を
押
す

⑩
『
地
図
』
を
押
す

⑫
現
在
地
情
報
が
表
示

さ
れ
て
完
了
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⑬
『
カ
メ
ラ
マ
ー
ク
』

を
押
す

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

携
帯

版
(4

/
6

)

⑭
『
設
定
』
を
押
す

⑮
『
詳
細
設
定
』
を
押
す
⑯
『
位
置
情
報
付
与
』
を

押
す
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３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

携
帯

版
(5

/
6

)

⑰
『

ON
』
を
押
す

⑱
『
同
意
す
る
』
を
押
す

⑲
撮
影
し
、
プ
レ
ビ
ュ
ー

を
押
す

⑳
メ
ー
ル
を
押
す
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㉑
メ
ー
ル
画
面
が
起
動
す

る
・
ア
ド
レ
ス
入
力

・
件
名
入
力

件
名
に
は
「
近
畿
」
と
入
力

（
注
）
「
近
畿
」
以
外
は
入
力
し
な
い
で
下
さ
い
。

・
本
文
入
力

メ
ー
ル
本
文
の
記
載
例

【
訓
練
】

←
必
ず
訓
練
と
記
入

【
報
告
者
名
】

近
畿
地
整
○
○
○
○

【
被
災
場
所
】

○
○
県
○
○
村
○
○
地
先

【
被
害
状
況
】

国
道
○
号
法
面
崩
落
の
た
め
全
面
通
行
止
め

【
そ
の
他
】

土
砂
撤
去
の
た
め
、
Ｂ
Ｈ
が
必
要

・
メ
ー
ル
送
信

㉒
以
下
の
様
に
、
「
ア
ド
レ
ス
」
「
件
名
」
「
本
文
」
を
入
力
し
、
送
信

ア
ド
レ
ス
：
h
qt
-
di
m
ap
s@
ki
.m
lit
.g
o
.jp

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

携
帯

版
(6

/
6

)
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○
位
置
情
報
を
付
与
し
た
写
真
を
メ
ー
ル
に
添
付
送
信
し
、
D
iM
A
P
S
に
登
録
す
る
。

１
．
位
置
情
報
を
有
効
に
な
っ
て
い
る
か
確
認
す
る
。

①
ホ
ー
ム
画
面
で
画
面
の

上
部
か
ら
下
に
ス
ワ
イ
プ
し
、

通
知
画
面
を
表
示
す
る
。

④
位
置
情
報
が
有
効
に
な
っ
て
い
な
い
場
合
は
タ
ッ
プ
し
て
有
効
に
す
る
。

（
ユ
ー
ザ
ー
の
同
意
を
求
め
ら
れ
た
場
合
は
「
設
定
す
る
」
を
タ
ッ
プ
）

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

ス
マ

ホ
版

(1
/
６

)

②
さ
ら
に
ス
ワ
イ
プ
す
る
。

③
さ
ら
に
左
へ
ス
ワ
イ
プ
す
る
。

位
置
情
報
が
有
効
の
場
合

位
置
情
報
が
有
効
で
な
い
場
合
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２
．
カ
メ
ラ
を
起
動
す
る
。

①
カ
メ
ラ
に
タ
ッ
チ
し
て

カ
メ
ラ
を
起
動
す
る
。

●
ホ
ー
ム
画
面
に
登
録
さ
れ
て
い
な
い

ア
プ
リ
等
を
表
示
す
る
ア
イ
コ
ン
に
タ
ッ
チ

し
、
他
の
ア
プ
リ
を
表
示
す
る
。

ホ
ー
ム
画
面
に
カ
メ
ラ
ア
プ
リが

表
示
さ
れ
て
い
な
い
場
合

●
ア
プ
リ
を
探
す
か
ら
。
検
索
ア
イ
コ
ン
を
タ
ッ
プ
し
、

「
ア
プ
リ
名
を
入
力
」
を
タ
ッ
プ
し
、
「
か
め
ら
」と
入
力

す
れ
ば
カ
メ
ラ
ア
プ
リ
が
ヒ
ッ
ト
す
る

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

ス
マ

ホ
版

(2
/
６

)
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３
．
位
置
情
報
の
取
得
を
確
認
し
て
か
ら
撮
影
す
る
。

●
カ
メ
ラ
を
起
動
し
、
右
上
の

･･
･ア
イ
コ
ン
を
タ
ッ
プ
。

●
撮
影
す
る
写
真
の
撮
影
容
量
の
圧
縮
を
行
う
た
め
、

写
真
サ
イ
ズ
を
、
「
メ
モ
サ
イ
ズ
」
に
選
択

●
共
通
タ
ブ
を
タ
ッ
プ
し
、

位
置
情
報
付
加
に
チ
ェ
ッ
ク
が

入
っ
て
い
る
か
確
認
す
る

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

ス
マ

ホ
版

(3
/
６

)
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４
．
撮
影
し
た
写
真
に
位
置
情
報
が
付
与
さ
れ
て
い
る
か
確
認
す
る
。

●
カ
メ
ラ
ア
プ
リ
を
起
動
し

撮
影
し
た
写
真
を
タ
ッ
プ
す
る

●
写
真
右
上
の
･･
･ア
イ
コ
ン
を

タ
ッ
プ
し
写
真
の
情
報
を
確
認
す
る
。

●
写
真
に
位
置
情
報
が

付
与
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

上
図
の
よ
う
に
撮
影
場
所
等

が
表
示
さ
れ
る
。

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

ス
マ

ホ
版

(4
/
６

)
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５
．
メ
ー
ル
に
写
真
を
添
付
す
る
。

①
メ
ー
ル
を
起
動
し
、

「
新
規
」
を
タ
ッ
プ
。

②
「
添
付
」
タ
ブ
に
タ
ッ
チ

③
フ
ァ
イ
ル
を
添
付
に
タ
ッ
チ

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

ス
マ

ホ
版

(5
/
６

)
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５
．
メ
ー
ル
に
写
真
を
添
付
す
る
。

④
添
付
す
る
写
真
を
選
択
し
、

「
文
字
」
タ
ブ
を
タ
ッ
プ
。

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

ス
マ

ホ
版

(6
/
６

)

６
．
メ
ー
ル
を
作
成
し
、
送
信
す
る
。

・
ア
ド
レ
ス
入
力

・
題
名
入
力

題
名
に
は
「
近
畿
」
と
入
力

（
注
）
「
近
畿
」
以
外
は
入
力
し
な
い
で
下
さ
い
。

・
本
文
入
力
の
記
載
例

【
訓
練
】

←
必
ず
訓
練
と
記
入

【
報
告
者
名
】

近
畿
地
整
○
○
○
○

【
被
災
場
所
】

○
○
県
○
○
村
○
○
地
先

【
被
害
状
況
】

国
道
○
号
法
面
崩
落
の
た
め
全
面
通
行
止
め

【
そ
の
他
】

土
砂
撤
去
の
た
め
、
Ｂ
Ｈ
が
必
要

ア
ド
レ
ス
：
h
q
t-
di
m
a
ps
@
ki
.
ml
i
t.
go
.
j
p

入
力
を
完
了
し
た
ら

メ
ー
ル
送
信
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○
位
置
情
報
を
付
与
し
た
写
真
を
メ
ー
ル
に
添
付
送
信
し
、
D
iM
A
P
S
に
登
録
す
る
。

１
．
位
置
情
報
の
設
定
方
法
。

①
ホ
ー
ム
画
面
で

設
定
画
面
を
タ
ッ
プ
す
る
。

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

iP
h

o
n

e
版

(1
/
５

)

②
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を

タ
ッ
プ
す
る
。

③
位
置
情
報
サ
ー
ビ
ス

を
タ
ッ
プ
す
る
。

④
位
置
情
報
サ
ー
ビ
ス
内
の

上
記
赤
丸
を
タ
ッ
プ
す
る
。
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３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

iP
h

o
n

e
版

(2
/
５

)

⑤
下
部
に
各
ア
プ
リ
の
設
定
が

選
べ
る
よ
う
に
な
る
の
で

カ
メ
ラ
を
タ
ッ
プ
す
る
。

⑥
「
こ
の
A
pp
の
使
用
中
の
み
許
可
」

を
タ
ッ
プ
す
る
。
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２
．
撮
影
し
た
写
真
に
位
置
情
報
が
付
与
さ
れ
て
い
る
か
確
認
す
る
。

●
カ
メ
ラ
ア
プ
リ
を
起
動
し

撮
影
し
た
写
真
を
タ
ッ
プ
す
る

●
写
真
中
央
下
部
の
･･
･ア
イ
コ
ン
を

タ
ッ
プ
し
写
真
の
情
報
を
確
認
す
る
。

●
写
真
に
位
置
情
報
が

付
与
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

上
図
の
よ
う
に
撮
影
場
所
等

が
表
示
さ
れ
る
。

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

iP
h

o
n

e
版

(３
/
５

)
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３
．
メ
ー
ル
に
写
真
を
添
付
す
る
。

①
メ
ー
ル
を
起
動
し
、

「
□
」
を
タ
ッ
プ
。

②
「
添
付
」
タ
ブ
に
タ
ッ
チ

③
送
付
写
真
に
タ
ッ
チ

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

iP
h

o
n

e
版

(４
/
５

)
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５
．
メ
ー
ル
を
作
成
し
、

確
定
す
る
。

３
．
D
iM
A
P
S

へ
の

写
真

登
録

方
法

iP
h

o
n

e
版

(５
/
５

)

６
．
メ
ー
ル
の
容
量
を
選
択

し
、
送
信
す
る
。
（
１
M
程
度
）

メ
ー
ラ
ー
に
よ
っ
て
は
容

量
選
択
が
出
な
い
場
合
が

あ
り
ま
す
。
（
そ
の
場
合
は

そ
の
ま
ま
送
信
く
だ
さ
い
。
）

・
ア
ド
レ
ス
入
力

・
題
名
入
力

題
名
に
は
「
近
畿
」
と
入
力

（
注
）
「
近
畿
」
以
外
は
入
力
し
な
い
で
下
さ
い
。

・
本
文
入
力
の
記
載
例

【
訓
練
】

←
必
ず
訓
練
と
記
入

【
報
告
者
名
】

近
畿
地
整
○
○
○
○

【
被
災
場
所
】

○
○
県
○
○
村
○
○
地
先

【
被
害
状
況
】

国
道
○
号
法
面
崩
落
の
た
め
全
面
通
行
止
め

【
そ
の
他
】

土
砂
撤
去
の
た
め
、
Ｂ
Ｈ
が
必
要

ア
ド
レ
ス
：
h
q
t-
di
m
a
ps
@
ki
.
ml
i
t.
go
.
j
p

入
力
を
完
了
し
た
ら

メ
ー
ル
送
信
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①

②

①
リ
ア
ル
タ
イ
ム
情
報
を
ク
リ
ッ
ク

②
リ
ア
ル
タ
イ
ム
情
報
左
横
の
＋
を
ク
リ
ッ
ク
し

左
記
ツ
リ
ー
図
を
参
考
に
近
畿
地
方
整
備
局

ま
で
移
動

４
．
D
iM
A
P
S

へ
登

録
し

た
写

真
を

見
る

(1
/
2

)

沖
縄
総
合
開
発
事
務
所

20
22
/9
/1

写
真
デ
ー
タ登

録
場
所

北
陸
地
方
整
備
局

中
部
地
方
整
備
局

近
畿
地
方
整
備
局

中
国
地
方
整
備
局

四
国
地
方
整
備
局

九
州
地
方
整
備
局

災
害
対
策
車
両
位
置
（随
時
更
新
）

高
潮
・高
波

現
地
写
真

北
海
道
開
発
局

東
北
地
方
整
備
局

関
東
地
方
整
備
局

リア
ル
タイ
ム
情
報

震
源
・震
度

津
波
警
報
・注
意
報

CC
TV

ヘ
リサ
ット

レー
ダ
雨
量

写
真
デ
ー
タ

登
録
日
付
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③
「
近
畿
地
方
整
備
局
」
左
横
の
＋
を
ク
リ
ッ
ク

④
登
録
し
た
日
付
（
年
－
月
－
日
）
横
の
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
を
入
れ
る

と
地
図
に
カ
メ
ラ
ア
イ
コ
ン
が
表
示
さ
れ
ま
す
。

⑤
地
図
上
に
表
示
さ
れ
た
カ
メ
ラ
マ
ー
ク
を
ク
リ
ッ
ク
す
る
と
登
録
内
容
の
確
認
が
行
え
ま
す
。

③ ④

⑤

４
．
D
iM
A
P
S

へ
登

録
し

た
写

真
を

見
る

(2
/
2

)
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